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２９文科高第５４２号

平成２９年９月２１日

各 国 公 私 立 大 学 長

大学を設置する各地方公共団体の長

各 公 立 大 学 法 人 の 理 事 長

大学を設置する各学校法人の理事長

大学を設置する各学校設置会社の代表取締役 殿

各 都 道 府 県 知 事

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長

各 指 定 都 市 市 長

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構長

文 部 科 学 事 務 次 官

戸 谷 一 夫

（印影印刷）

専門職大学及び専門職短期大学の制度化等に係る学校教育法の

一部を改正する法律等の公布について（通知）

先の第193回通常国会において，「学校教育法の一部を改正する法律（平成29年

法律第41号）」（以下「改正法」という。）が成立し，平成29年５月31日に公布

され，平成31年４月１日から施行されることとなりました。

また，これを受け，「学校教育法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令

の整備に関する政令（平成29年政令第232号）」（以下「整備政令」という。）が

平成29年９月１日に，下の表３に掲げる省令等が平成29年９月８日に公布され，

いずれも平成31年４月１日から施行されることとなりました。

これらの法令の制定・改正の趣旨，概要及び留意事項は下記のとおりですの

で，十分に御了知の上，その運用に当たって遺漏のないようお取り計らいくださ

い。

また，都道府県知事におかれては，市町村長及び所轄の学校その他の教育機関

に対して，都道府県教育委員会にあっては，域内の市町村教育委員会に対して，

本改正の周知を図るよう配慮願います。

なお，改正法及び整備政令によるその他関係法律及び関係政令の所要の規定の

整備については，文部科学省のホームページに関係条文等を掲載しておりますの

で，御参照ください。
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表１ 法律（平成29年５月31日公布）

学校教育法の一部を改正する法律 【一部改正する法律】

（平成29年法律第41号） ・学校教育法（昭和22年法律第26号）

・その他関係法律

表２ 政令（平成29年９月１日公布）

学校教育法の一部を改正する法律の 【一部改正する政令】

施行に伴う関係政令の整備に関する ・学校教育法施行令（昭和28年政令第340

政令（平成29年政令第232号） 号）

・その他関係政令

表３ 省令等（平成29年９月８日公布）

専門職大学設置基準（平成29年文部科学省令第33号）

専門職短期大学設置基準（平成29年文部科学省令第34号）

専門職大学に関し必要な事項を定める件（平成29年文部科学省告示第109号）

専門職短期大学に関し必要な事項を定める件（平成29年文部科学省告示第110

号）

学校教育法施行規則等の一部を改正 【一部改正する省令】

する省令（平成29年文部科学省令第 ・学校教育法施行規則（昭和22年文部省

35号） 令第11号）

・学位規則（昭和28年文部省令第９号）

・専門職大学院設置基準（平成15年文部

科学省令第16号）

・学校教育法第百十条第二項に規定する

基準を適用するに際して必要な細目を

定める省令（平成16年文部科学省令第

７号）

学位の種類及び分野の変更等に関す 【一部改正する告示】

る基準の一部を改正する告示（平成 ・学位の種類及び分野の変更等に関する

29年文部科学省告示第111号） 基準（平成15年文部科学省告示第39

号）

記
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第一 学校教育法の一部を改正する法律（平成29年法律第41号）

１ 改正の趣旨

我が国の社会情勢がめまぐるしく変化し，課題も複雑化していく中で，今

後，職業の在り方や働き方も大きく様変わりすることが想像されている。この

ような中で，我が国が，成長・発展を持続していくためには，優れた専門技能

等をもって，新たな価値を創造することができる専門職業人材の養成が不可欠

である。改正法は，こうした状況を踏まえ，専門性が求められる職業を担うた

めの実践的かつ応用的な能力を展開させることを目的とする専門職大学の制度

を設ける等の措置を講ずるものである。

２ 学校教育法の一部改正

（１）改正の概要

①専門職大学の制度化

ア 学校教育法（以下「法」という。）第83条の大学のうち，深く専門の学

芸を教授研究し，専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的

な能力を展開させることを目的とするものは，専門職大学とすることを定

めたこと。（第83条の２第１項）

イ 専門職大学は，文部科学大臣の定めるところにより，その専門性が求め

られる職業に就いている者，当該職業に関連する事業を行う者その他の関

係者の協力を得て，教育課程を編成し，及び実施し，並びに教員の資質の

向上を図るものとしたこと。（第83条の２第２項）

ウ 専門職大学には，医学を履修する課程，歯学を履修する課程，薬学を履

修する課程のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主な目的とするも

の又は獣医学を履修する課程を置くことができないこととしたこと。（第

83条の２第３項）

②専門職大学の課程の区分

ア 専門職大学の課程は，前期課程及び後期課程に区分できることとしたこ

と。（第87条の２第１項）

イ 専門職大学の前期課程における教育は，専門職大学の目的のうち，専門

性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を育成すること

を実現するために行われるものとしたこと。（第87条の２第２項）

ウ 専門職大学の後期課程における教育は，前期課程における教育の基礎の

上に，法第83条の２第１項に規定する目的を実現するために行われるもの

としたこと。（第87条の２第３項）

③専門職短期大学の制度化

ア 法第108条第２項の大学のうち，深く専門の学芸を教授研究し，専門性が

求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を育成することを目

的とするものは，専門職短期大学とすることを定めたこと。（第108条第４

項）

イ 専門職短期大学は，文部科学大臣の定めるところにより，その専門性が

求められる職業に就いている者，当該職業に関連する事業を行う者その他



- -4

の関係者の協力を得て，教育課程を編成し，及び実施し，並びに教員の資

質の向上を図るものとしたこと。（第108条第５項）

④学位

ア 専門職大学は，専門職大学を卒業した者又は専門職大学の前期課程を修

了した者に対し文部科学大臣の定める学位を授与するものとしたこと。

（第104条第２項）

イ 専門職短期大学は，専門職短期大学を卒業した者に対し文部科学大臣の

定める学位を授与するものとしたこと。（第104条第５項）

⑤実務経験を通じて修得した実践的な能力を勘案した修業年限の通算

専門性が求められる職業に係る実務の経験を通じて当該職業を担うための

実践的な能力を修得した者が専門職大学又は専門職短期大学（以下「専門職

大学等」という。）に入学する場合において，当該実践的な能力の修得によ

り当該専門職大学等の教育課程の一部を履修したと認められるときは，文部

科学大臣の定めるところにより，修得した実践的な能力の水準その他の事項

を勘案して専門職大学等が定める期間を修業年限に通算することができるこ

ととしたこと。（第88条の２）

⑥専門職大学等の認証評価

専門職大学等は，専門職大学院を置く大学と同様，その教育課程，教員組

織その他教育研究活動の状況について，政令で定める期間ごとに，認証評価

（分野別認証評価）を受けるものとしたこと。（第109条第３項）

⑦専門職大学院における関連事業者等との協力

専門職大学院は，文部科学大臣の定めるところにより，その専門性が求め

られる職業に就いている者，当該職業に関連する事業を行う者その他の関係

者の協力を得て，教育課程を編成し，及び実施し，並びに教員の資質の向上

を図るものとしたこと。（第99条第３項）

（２）留意事項

① 専門職大学及び専門職短期大学は，専門性が求められる職業を担うための

実践的かつ応用的な能力を展開させ，又は育成することを，機関全体の目的

とする大学及び短期大学の制度として創設されたものであること。大学及び

短期大学が，その一部の学部や学科において，専門職大学等のように実践的

かつ応用的な職業教育を行う仕組みについては，今後，大学設置基準及び短

期大学設置基準を改正して，そのための制度を別途整備する予定であるこ

と。

② 改正後の法の規定に基づく文部科学大臣の定めとして，関連事業者等との

協力による教育課程の編成・実施等に関する事項については専門職大学設置

基準，専門職短期大学設置基準及び専門職大学院設置基準において，学位の

種類については学位規則第２条の２において，実務経験を通じて修得した実

践的な能力を勘案した修業年限の通算に関する事項については学校教育法施

行規則第146条の２において，所要の定めを行っていること。

③ 法第109条第３項に規定する分野別認証評価について，同項の政令で定める



- -5

期間は，専門職大学院におけるこれまでの分野別認証評価の取扱いと同様，

学校教育法施行令第40条において，５年以内と定めていること。

④ その他修業年限や入学資格，学長，教授その他の職員，教授会に関する規

定をはじめ，大学一般及び短期大学一般に係る事項を定める法の規定は，専

門職大学及び専門職短期大学にも適用があるものであること。

３ その他関係法律の改正

その他関係法律について，改正法の施行に伴う所要の規定の整備を行ったこ

と。

第二 学校教育法の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（平成29年政令第232

号）

１ 学校教育法施行令の一部改正

（１）改正の概要

①文部科学大臣の認可を受けなければならない事項

専門職大学の課程（前期課程及び後期課程に区分されたものに限る。）の

設置及び変更について，法第４条第１項に定める文部科学大臣の認可を受け

なければならない事項としたこと。（第23条第７号）

②文部科学大臣に届け出なければならない事項

専門職大学の課程（前期課程及び後期課程に区分されたものに限る。）の

変更（前期課程及び後期課程の修業年限の区分の変更（当該区分の廃止を除

く。）を伴うものを除く。）について，法第４条第２項第３号に定める文部

科学大臣に届け出なければならない事項としたこと。（第23条の２第１号

ロ）

（２）留意事項

文部科学大臣の認可を受けなければならない課程の変更としては，具体的

には，前期課程及び後期課程の修業年限の区分の変更を想定しているもので

あること。また，文部科学大臣に届け出なければならない課程の変更として

は，具体的には，前期課程及び後期課程の区分の廃止を想定しているもので

あること。

２ その他関係政令の改正

その他関係政令について，改正法の施行に伴う所要の規定の整備を行ったこ

と。

第三 専門職大学設置基準（平成29年文部科学省令第33号）及び専門職短期大学

設置基準（平成29年文部科学省令第34号）

１ 専門職大学設置基準の制定

省令の概要

（１）総 則
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① 趣 旨

専門職大学設置基準は，専門職大学を設置するのに必要な最低の基準とす

るとともに，専門職大学は，この省令で定める設置基準より低下した状態に

ならないようにすることはもとより，その水準の向上を図ることに努めなけ

ればならないこととしたこと。（第１条）

② 教育研究上の目的

専門職大学は，学部，学科又は課程ごとに，人材の養成に関する目的その

他の教育研究上の目的を学則等に定めるものとしたこと。（第２条）

③ 入学者選抜

入学者の選抜は，公正かつ妥当な方法により，適切な体制を整えて行うも

のとするとともに，専門職大学は，実務の経験を有する者その他の入学者の

多様性の確保に配慮した入学者選抜を行うよう努めるものとしたこと。（第

３条）

④ 教員と事務職員等の連携及び協働

専門職大学は，教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営を図るため，当

該専門職大学の教員と事務職員等との適切な役割分担の下で，これらの者の

間の連携体制を確保し，これらの者の協働によりその職務が行われるよう留

意するものとしたこと。（第４条）

（２）教育研究上の基本組織

① 学 部

学部は，専攻により教育研究の必要に応じ組織されるものであって，教育

研究上適当な規模内容を有し，教員組織，教員数その他が学部として適当で

あると認められるものとしたこと。（第５条）

② 学 科

学部には，専攻により学科を設けるとともに，学科は，それぞれの専攻分

野を教育研究するに必要な組織を備えたものとすることとしたこと。（第６

条）

③ 課 程

学部の教育上の目的を達成するため有益かつ適切であると認められる場合

には，学科に代えて学生の履修上の区分に応じて組織される課程を設けるこ

とができることとしたこと。（第７条）

④ 学部以外の基本組織

ア 法第85条ただし書に規定する学部以外の教育研究上の基本となる組織

は，当該専門職大学の教育研究上の目的を達成するため有益かつ適切であ

ると認められるものであって，次に掲げる要件を備えるものとしたこと。

（第８条第１項）

（ア）教育研究上適当な規模内容を有すること。

（イ）教育研究上必要な教員組織，施設設備その他の諸条件を備えること。

（ウ）教育研究を適切に遂行するためにふさわしい運営の仕組みを有するこ

と。
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イ 学部以外の基本組織に係る専任教員数，校舎の面積及び必要な附属施設

の基準は，当該学部以外の基本組織の教育研究上の分野に相当すると認め

られる分野の学部等に係るこれらの基準に準ずるものとしたこと。（第８

条第２項）

（３）収容定員

① 収容定員は，学科又は課程を単位とし，学部ごとに学則で定めるものとし

たこと。この場合において，昼夜開講制を実施するとき及び外国に学部，学

科その他の組織を設けるときはこれらに係る収容定員を，編入学定員を設け

るときは入学定員及び編入学定員を，それぞれ明示するものとしたこと。

（第９条第１項）

② 収容定員は，教員組織，校地，校舎等の施設，設備その他の教育上の諸条

件を総合的に考慮して定めるとともに，専門職大学は，教育にふさわしい環

境の確保のため，在学する学生の数を収容定員に基づき適正に管理するもの

としたこと。（第９条第２項及び第３項）

（４）教育課程

① 教育課程の編成方針

ア 専門職大学は，当該専門職大学，学部及び学科又は課程等の教育上の目

的を達成するために必要な授業科目を，産業界及び地域社会と連携しつ

つ，自ら開設し，体系的に教育課程を編成するものとしたこと。（第10条

第１項）

イ 教育課程の編成に当たっては，専門職大学は，学部等の専攻に係る専門

の学芸を教授し，専門性が求められる職業を担うための実践的な能力及び

当該職業の分野において創造的な役割を担うための応用的な能力を展開さ

せるとともに，豊かな人間性及び職業倫理を涵養するよう適切に配慮しな

ければならないこととしたこと。（第10条第２項）

ウ 専門職大学は，専攻に係る職業を取り巻く状況を踏まえて必要な授業科

目を開発し，当該職業の動向に即した教育課程の編成を行うとともに，当

該状況の変化に対応し，授業科目の内容，教育課程の構成等について，不

断の見直しを行うものとしたこと。また，当該授業科目の開発，教育課程

の編成及びそれらの見直しは，教育課程連携協議会の意見を勘案するとと

もに，適切な体制を整えて行うものとしたこと。（第10条第３項及び第４

項）

② 教育課程連携協議会

ア 専門職大学は，産業界及び地域社会との連携により，教育課程を編成

し，及び円滑かつ効果的に実施するため，教育課程連携協議会を設けるも

のとしたこと。（第11条第１項）

イ 教育課程連携協議会は，次の者をもって構成するものとしたこと。（第

11条第２項）

（ア）学長が指名する教員その他の職員
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（イ）当該専門職大学の課程に係る職業に就いている者又は当該職業に関

連する事業を行う者による団体のうち，広範囲の地域で活動するもの

の関係者であって，当該職業の実務に関し豊富な経験を有する者

（ウ）地方公共団体の職員，地域の事業者による団体の関係者その他の地

域の関係者

（エ）臨地実務実習（（５）⑧ア（エ）の臨地実務実習をいう。）その他

の授業科目の開設又は授業の実施において当該専門職大学と連携する

事業者

（オ）当該専門職大学の教員その他の職員以外の者であって学長が必要と

認める者

ウ 教育課程連携協議会は，次に掲げる事項について審議し，学長に意見を

述べるものとしたこと。（第11条第３項）

（ア）産業界及び地域社会との連携による授業科目の開設その他の教育課

程の編成に関する基本的な事項

（イ）産業界及び地域社会との連携による授業の実施その他の教育課程の

実施に関する基本的な事項及びその実施状況の評価に関する事項

③ 教育課程の編成方法

教育課程は，各授業科目を必修科目，選択科目及び自由科目に分け，こ

れを各年次に配当して編成するものとしたこと。（第12条）

④ 専門職大学の授業科目

専門職大学は，次に掲げる授業科目を開設するものとしたこと。（第13

条）

ア 基礎科目（生涯にわたり自らの資質を向上させ，社会的及び職業的自立

を図るために必要な能力を育成するための授業科目をいう。）

イ 職業専門科目（専攻に係る特定の職業において必要とされる理論的かつ

実践的な能力及び当該職業の分野全般にわたり必要な能力を育成するため

の授業科目をいう。）

ウ 展開科目（専攻に係る特定の職業の分野に関連する分野における応用的

な能力であって，当該職業の分野において創造的な役割を果たすために必

要なものを育成するための授業科目をいう。）

エ 総合科目（修得した知識及び技能等を総合し，専門性が求められる職業

を担うための実践的かつ応用的な能力を総合的に高めるための授業科目を

いう。）

⑤ 単 位

ア 各授業科目の単位数は，専門職大学において定めるものとしたこと。単

位数を定めるに当たっては，１単位の授業科目を45時間の学修を必要とす

る内容をもって構成することを標準とし，授業の方法に応じ，当該授業に

よる教育効果，授業時間外に必要な学修等を考慮して，次の基準により単

位数を計算するものとしたこと。（第14条第１項及び第２項）

（ア）講義及び演習については，15時間から30時間までの範囲で専門職大

学が定める時間の授業をもって１単位とすること。



- -9

（イ）実験，実習及び実技については，30時間から45時間までの範囲で専

門職大学が定める時間の授業をもって１単位とすること。ただし，芸

術等の分野における個人指導による実技の授業については，専門職大

学が定める時間の授業をもって１単位とすることができること。

（ウ）一の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち２

以上の方法の併用により行う場合については，その組み合わせに応

じ，（ア）及び（イ）の基準を考慮して専門職大学が定める時間の授

業をもって１単位とすること。

イ 卒業論文，卒業研究，卒業制作等の授業科目については，これらの学修

の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には，これ

らに必要な学修等を考慮して，単位数を定めることができることとしたこ

と。（第14条第３項）

⑥ １年間の授業期間

１年間の授業を行う期間は，定期試験等の期間を含め，35週にわたること

を原則としたこと。（第15条）

⑦ 各授業科目の授業期間

各授業科目の授業は，10週又は15週にわたる期間を単位として行うものと

したこと。ただし，教育上必要があり，かつ，十分な教育効果をあげること

ができると認められる場合は，この限りでないこと。（第16条）

⑧ 授業を行う学生数

専門職大学が一の授業科目について同時に授業を行う学生数は，40人以下

とすることとしたこと。ただし，教育上必要があり，かつ，十分な教育効果

をあげることができると認められる場合は，この限りでないこと。（第17

条）

⑨ 授業の方法

ア 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこ

れらの併用により行うものとしたこと。（第18条第１項）

イ 授業の方法として，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う

教室等以外の場所で授業を履修させること，授業を外国において履修させ

ること及び授業の一部を校舎及び附属施設以外の場所で行うことができる

こととしたこと。（第18条第２項から第４項まで）

⑩ 成績評価基準等の明示等

専門職大学は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに１年間の授業の

計画をあらかじめ明示するものとしたこと。また，学修の成果に係る評価及

び卒業の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確保するため，学生に対し

てその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがって適切に行

うものとしたこと。（第19条）

⑪ 教育内容等の改善のための組織的な研修等

専門職大学は，授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び

研究（ファカルティ・ディベロップメント）を実施するものとしたこと。

（第20条）
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⑫ 昼夜開講制

専門職大学は，教育上必要と認められる場合には，昼夜開講制により授業

を行うことができることとしたこと。（第21条）

（５）卒業の要件等

① 単位の授与

専門職大学は，一の授業科目を履修した学生に対しては，試験の上単位を

与えるものとしたこと。ただし，卒業論文，卒業研究，卒業制作等の授業科

目については，専門職大学の定める適切な方法により学修の成果を評価して

単位を与えることができることとしたこと。（第22条）

② 履修科目の登録の上限

ア 専門職大学は，学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するた

め，卒業の要件として学生が修得すべき単位数について，学生が１年間又

は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定めるよ

う努めなければならないこととしたこと。また，所定の単位を優れた成績

をもって修得した学生については，専門職大学の定めるところにより，当

該上限を超えて履修科目の登録を認めることができることとしたこと。

（第23条）

③ 他の大学又は短期大学における授業科目の履修等

ア 専門職大学は，教育上有益と認めるときは，学生が専門職大学の定める

ところにより他の大学又は短期大学において履修した授業科目について修

得した単位を，60単位を超えない範囲で当該専門職大学における授業科目

の履修により修得したものとみなすことができることとしたこと。（第24

条第１項）

イ アは，学生が，外国の大学等に留学する場合，外国の大学等が行う通信

教育における授業科目を我が国において履修する場合及び外国の大学等の

教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けら

れた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程

における授業科目を我が国において履修する場合について準用すること。

（第24条第２項）

④ 大学以外の教育施設等における学修

ア 専門職大学は，教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高

等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修

を，当該専門職大学における授業科目の履修とみなし，専門職大学の定め

るところにより単位を与えることができることとしたこと。（第25条第１

項）

イ アにより与えることができる単位数は，③アにより当該専門職大学にお

いて修得したものとみなす単位数と合わせて60単位を超えないものとした

こと。（第25条第２項）

⑤ 入学前の既修得単位等の認定

ア 専門職大学は，教育上有益と認めるときは，学生が当該専門職大学に入
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学する前に大学等において履修した授業科目について修得した単位を，当

該専門職大学に入学した後の当該専門職大学における授業科目の履修によ

り修得したものとみなすことができることとしたこと。（第26条第１項）

イ 専門職大学は，教育上有益と認めるときは，学生が当該専門職大学に入

学する前に行った④アの学修を，当該専門職大学における授業科目の履修

とみなし，専門職大学の定めるところにより単位を与えることができるこ

ととしたこと。（第26条第２項）

ウ 専門職大学は，学生が当該専門職大学に入学する前に専門性が求められ

る職業に係る実務の経験を通じ，当該職業を担うための実践的な能力を修

得している場合において，教育上有益と認めるときは，文部科学大臣が別

に定めるところにより，当該実践的な能力の修得を，当該専門職大学にお

ける授業科目の履修とみなし，30単位を超えない範囲で専門職大学の定め

るところにより，単位を与えることができることとしたこと。（第26条第

３項）

エ アからウまでにより修得したものとみなし，又は与えることのできる単

位数は，編入学，転学等の場合を除き，当該専門職大学において修得した

単位以外のものについては，③ア及び④アにより当該専門職大学において

修得したものとみなす単位数と合わせて60単位を超えないものとしたこ

と。（第26条第４項）

⑥ 長期にわたる教育課程の履修

専門職大学は，専門職大学の定めるところにより，学生が，職業を有して

いる等の事情により，修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課

程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たときは，その計画的な履修

を認めることができることとしたこと。（第27条）

⑦ 科目等履修生等

ア 専門職大学は，専門職大学の定めるところにより，科目等履修生に対

し，単位を与えることができることとし，科目等履修生に対する単位の授

与については，①を準用することとしたこと。（第28条第１項及び第２

項）

イ 専門職大学は，科目等履修生その他の学生以外の者（科目等履修生等）

を相当数受け入れる場合においては，教育に支障のないよう，それぞれ相

当の専任教員及び校地・校舎の面積を増加するものとしたこと。また，科

目等履修生等を受け入れる場合においては，一の授業科目について同時に

授業を行うこれらの者の人数は，授業の方法及び施設，設備その他の教育

上の諸条件を考慮して，教育効果を十分にあげられるような適当な人数と

するものとしたこと。（第28条第３項及び第４項）

⑧ 卒業の要件

ア 専門職大学の卒業の要件は，次のいずれにも該当することとしたこと。

（第29条第１項）

（ア）専門職大学に４年以上在学すること。

（イ）124単位以上（基礎科目及び展開科目に係るそれぞれ20単位以上，職業
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専門科目に係る60単位以上並びに総合科目に係る４単位以上を含む。）を

修得すること。

（ウ）実験，実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり，か

つ，教育効果を十分にあげることができると認める場合には，演習，実

験，実習又は実技による授業科目）に係る40単位以上を修得すること。

（エ）（ウ）の授業科目に係る単位に臨地実務実習（企業等の事業者の事業

所又はこれに類する場所において，当該事業者の実務に従事することによ

り行う実習による授業科目であって，文部科学大臣が定めるところにより

開設されるものをいう。）に係る20単位が含まれること。ただし，やむを

得ない事由があり，かつ，教育効果を十分にあげることができると認めら

れる場合には，５単位を超えない範囲で，連携実務演習等（企業等の事業

者と連携して開設する演習又は実習等による授業科目のうち，当該事業者

の実務にかかわる課題に取り組むもの（臨地実務実習を除く。）であっ

て，文部科学大臣が定めるところにより開設されるものをいう。）をもっ

てこれに代えることができること。

イ アの卒業の要件として修得すべき124単位のうち，（４）⑨イに基づき多

様なメディアを高度に利用して行う授業により修得する単位数は60単位を

超えないものとしたこと。（第29条第２項）

⑨ 前期課程の修了要件

ア 専門職大学の前期課程のうち修業年限が２年のものの修了要件は，次の

いずれにも該当することとしたこと。（第30条第１項）

（ア）専門職大学の前期課程に２年以上在学すること。

（イ）62単位以上（基礎科目及び展開科目に係るそれぞれ10単位以上，職

業専門科目に係る30単位以上並びに総合科目に係る２単位以上を含

む。）を修得すること。

（ウ）実験，実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり，か

つ，教育効果を十分にあげることができると認める場合には，演習，

実験，実習又は実技による授業科目）に係る20単位以上を修得するこ

と。

（エ）（ウ）の授業科目に係る単位に臨地実務実習に係る10単位が含まれ

ること。ただし，やむを得ない事由があり，かつ，教育効果を十分に

あげることができると認められる場合には，２単位を超えない範囲

で，連携実務演習等をもってこれに代えることができること。

イ 専門職大学の前期課程のうち修業年限が３年のものの修了要件は，次の

いずれにも該当することとしたこと。（第30条第２項）

（ア）専門職大学の前期課程に３年以上在学すること。

（イ）93単位以上（基礎科目及び展開科目に係るそれぞれ15単位以上，職

業専門科目に係る45単位以上並びに総合科目に係る２単位以上を含

む。）を修得すること。

（ウ）実験，実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり，か

つ，教育効果を十分にあげることができると認める場合には，演習，
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実験，実習又は実技による授業科目）に係る30単位以上を修得するこ

と。

（エ）（ウ）の授業科目に係る単位に臨地実務実習に係る15単位が含まれ

ること。ただし，やむを得ない事由があり，かつ，教育効果を十分に

あげることができると認められる場合には，３単位を超えない範囲

で，連携実務演習等をもってこれに代えることができること。

ウ 夜間において授業を行う学部その他授業を行う時間について教育上特別

の配慮を必要とする学部に係る修業年限が３年の専門職大学の前期課程の

修了要件は，イにかかわらず，専門職大学に３年以上在学し，ア（イ）か

ら（エ）までのいずれにも該当することとすることができるものとしたこ

と。（第30条第３項）

（６）教員組織

① 教員組織

ア 専門職大学は，その教育研究上の目的を達成するため，教育研究組織の

規模並びに授与する学位の種類及び分野に応じ，必要な教員を置くものと

したこと。（第31条第１項）

イ 専門職大学は，教育研究の実施に当たり，教員の適切な役割分担の下

で，組織的な連携体制を確保し，教育研究に係る責任の所在が明確になる

ように教員組織を編制するものとしたこと。（第31条第２項）

ウ 専門職大学は，教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るた

め，教員の構成が特定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮する

ものとしたこと。（第31条第３項）

エ 専門職大学は，二以上の校地において教育を行う場合においては，それ

ぞれの校地ごとに必要な教員を置くものとし，それぞれの校地には，当該

校地における教育に支障のないよう，原則として専任の教授又は准教授を

少なくとも１人以上置くものとしたこと。ただし，その校地が隣接してい

る場合は，この限りでないこととしたこと。（第31条第４項）

② 授業科目の担当

専門職大学は，教育上主要と認める授業科目（主要授業科目）については

原則として専任の教授又は准教授に，主要授業科目以外の授業科目について

はなるべく専任の教授，准教授，講師又は助教に担当させるものとしたこ

と。また，演習，実験，実習又は実技を伴う授業科目については，なるべく

助手に補助させるものとしたこと。（第32条）

③ 授業を担当しない教員

専門職大学には，教育研究上必要があるときは，授業を担当しない教員を

置くことができることとしたこと。（第33条）

④ 専任教員

ア 教員は，一の専門職大学に限り，専任教員となるものとし，専任教員

は，専ら一の専門職大学における教育研究に従事するものとしたこと。

（第34条第１項及び第２項）
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イ アにかかわらず，専門職大学は，教育研究上特に必要があり，かつ，当

該専門職大学における教育研究の遂行に支障がないと認められる場合に

は，当該専門職大学における教育研究以外の業務に従事する者を，当該専

門職大学の専任教員とすることができることとしたこと。（第34条第３

項）

⑤ 専任教員数

ア 専任教員数の基準として，学部の種類及び規模に応じて必要とされる教

授等の数及び専門職大学全体の収容定員に応じて必要とされる教授等の数

をそれぞれ別表により定め，専門職大学における専任教員の数は，それぞ

れの別表に定める数を合計した数以上としたこと。（第35条並びに別表第

１イの表及びロの表）

イ アの別表に定める専任教員数の半数以上は原則として教授とすることし

たこと。（別表第１イの表備考第１号）

ウ 収容定員の数がアの別表に定める数に満たない場合における専任教員数

は，その２割の範囲内において兼任の教員に代えることができることとし

たこと。（別表第１イの表備考第３号）

エ 夜間学部がこれと同じ種類の昼間学部と同一の施設等を使用する場合の

必要専任教員数は，アの別表に定める教員数の３分の１以上としたこと。

ただし，夜間学部の収容定員が昼間学部の収容定員を超える場合は，夜間

学部の必要専任教員数は別表に定める教員数とし，昼間学部の必要専任教

員数は別表に定める教員数の３分の１以上としたこと。また，昼夜開講制

を実施する場合は，これに係る収容定員，履修方法，授業の開設状況等を

考慮して，教育に支障のない限度において，別表に定める必要専任教員数

を減ずることができることとしたこと。（別表第１イの表備考第６号及び

第７号）

⑥ 実務の経験等を有する専任教員

ア ⑤による専任教員の数のおおむね４割以上は，専攻分野におけるおおむ

ね５年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を有する者とす

ることとしたこと。（第36条第１項）

イ 実務の経験等を有する専任教員のうち，アのおおむね４割の専任教員の

数に２分の１を乗じて算出される数以上は，次のいずれかに該当する者と

することとしたこと。（第36条第２項）

（ア）大学において教授，准教授，専任の講師又は助教の経歴のある者

（イ）博士の学位，修士の学位又は修士（専門職），法務博士（専門職）若

しくは教職修士（専門職）の学位を有する者

（ウ）企業等に在職し，実務に係る研究上の業績を有する者

ウ アのおおむね４割の専任教員の数に２分の１を乗じて算出される数の範囲

内については，専任教員以外の者であっても，１年につき６単位以上の授業

科目を担当し，かつ，教育課程の編成その他の学部の運営について責任を担

う者（いわゆる「みなし専任教員」）で足りるものとしたこと。（第36条第

３項）
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（７）教員の資格

① 学長の資格

学長となることのできる者は，人格が高潔で，学識が優れ，かつ，大学運

営に関し識見を有すると認められる者としたこと。（第37条）

② 教授の資格

教授となることのできる者は，次のいずれかに該当し，かつ，専門職大学

における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者

としたこと。（第38条）

ア 博士の学位を有し，研究上の業績を有する者

イ 研究上の業績がアの者に準ずると認められる者

ウ 修士（専門職），法務博士（専門職）又は教職修士（専門職）の学位を

有し，当該専門職学位の専攻分野に関する実務上の業績を有する者

エ 大学において教授，准教授又は専任の講師の経歴のある者

オ 芸術，体育等については，特殊な技能に秀でていると認められる者及び

実際的な技術の修得を主とする分野にあっては実際的な技術に秀でている

と認められる者

カ 専攻分野について，特に優れた知識及び経験を有すると認められる者

③ 准教授の資格

准教授となることのできる者は，次のいずれかに該当し，かつ，専門職大

学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる

者としたこと。（第39条）

ア ②のいずれかに該当する者

イ 大学において助教又はこれに準ずる職員としての経歴のある者

ウ 修士の学位又は修士（専門職），法務博士（専門職）若しくは教職修士

（専門職）の学位を有する者

エ 研究所，試験所，調査所等に在職し，研究上の業績を有する者

オ 専攻分野について，優れた知識及び経験を有すると認められる者

④ 講師の資格

講師となることのできる者は，次のいずれかに該当する者としたこと。

（第40条）

ア ②又は③の教授又は准教授となることのできる者

イ その他特殊な専攻分野について，専門職大学における教育を担当するに

ふさわしい教育上の能力を有すると認められる者

⑤ 助教の資格

助教となることのできる者は，次のいずれかに該当し，かつ，専門職大学

における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者

としたこと。（第41条）

ア ②アからカまで又は③アからオまでのいずれかに該当する者

イ 修士の学位（医学を履修する課程，歯学を履修する課程，薬学を履修す

る課程のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの
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又は獣医学を履修する課程を修了した者については，学士の学位）又は修

士（専門職），法務博士（専門職）若しくは教職修士（専門職）の学位を

有する者

ウ 専攻分野について，知識及び経験を有すると認められる者

⑥ 助手の資格

助手となることのできる者は，次のいずれかに該当する者としたこと。

（第42条）

ア 学士の学位又は学士（専門職）の学位を有する者

イ アの者に準ずる能力を有すると認められる者

（８）校地，校舎等の施設及び設備等

① 校地

ア 校地は，教育にふさわしい環境をもち，校舎の敷地には，学生が休息そ

の他に利用するのに適当な空地を有するものとしたこと。（第43条第１

項）

イ アにかかわらず，専門職大学は，法令の規定による制限その他のやむを

得ない事由により所要の土地の取得を行うことが困難であるためアの空地

を校舎の敷地に有することができないと認められる場合において，学生が

休息その他に利用するため，適当な空地を有することにより得られる効用

と同等以上の効用が得られる措置を当該専門職大学が講じている場合に限

り，空地を校舎の敷地に有しないことができることとしたこと。（第43条

第２項）

ウ イの措置は，次に掲げる要件を満たす施設を校舎に備えることにより行

うものとしたこと。（第43条第３項）

（ア）できる限り開放的であって，多くの学生が余裕をもって休息，交流

その他に利用できるものであること。

（イ）休息，交流その他に必要な設備が備えられていること。

② 運動場，体育館その他のスポーツ施設

ア 専門職大学は，原則として体育館その他のスポーツ施設を備えるととも

に，なるべく運動場を設けるものとしたこと。（第44条第１項）

イ 専門職大学は，やむを得ない特別の事情があるときは，体育館その他の

スポーツ施設を設けることにより得られる効用と同等以上の効用が得られ

る措置を当該専門職大学が講じており，かつ，教育に支障がないと認めら

れる場合に限り，体育館その他のスポーツ施設を設けないことができるこ

ととしたこと。（第44条第２項）

ウ イの措置は，当該専門職大学以外の者が備える運動施設であつて次に掲

げる要件を満たすものを学生に利用させることにより行うことができるも

のとしたこと。（第44条第３項）

（ア）様々な運動が可能で，多くの学生が余裕をもって利用できること。

（イ）校舎から至近の位置に立地していること。

（ウ）学生の利用に際し経済的負担の軽減が十分に図られているものであ
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ること。

③ 校舎等施設

ア 専門職大学は，その組織及び規模に応じ，少なくとも次に掲げる専用の

施設を備えた校舎を有するものとしたこと。ただし，特別の事情があり，

かつ，教育研究に支障がないと認められるときは，この限りでないことと

したこと。（第45条第１項）

（ア）学長室，会議室，事務室

（イ）研究室，教室（講義室，演習室，実験・実習室等とする。）

（ウ）図書館，医務室，学生自習室，学生控室

イ 研究室は，専任の教員に対しては必ず備えるものとしたこと。（第45条

第２項）

ウ 教室は，学科又は課程に応じ，必要な種類と数を備えるものとしたこ

と。（第45条第３項）

エ 校舎には，アの施設のほか，なるべく情報処理及び語学の学習のための

施設を備えるものとしたこと。（第45条第４項）

オ 専門職大学は，校舎のほか，なるべく講堂及び寄宿舎，課外活動施設そ

の他の厚生補導に関する施設を備えるものとしたこと。（第45条第５項）

カ 夜間学部を置く専門職大学又は昼夜開講制を実施する専門職大学にあっ

ては，研究室，教室，図書館その他の施設の利用について，教育研究に支

障のないようにするものとしたこと。（第45条第６項）

④ 校地の面積

ア 専門職大学における校地の面積（附属施設用地及び寄宿舎の面積を除

く。）は，収容定員上の学生１人当たり10平方メートルとして算定した面

積とすることとしたこと。（第46条第１項）

イ 専門職大学は，その場所に立地することが教育上特に必要であり，か

つ，やむを得ない事由により所要の土地を取得することが困難であるため

アの面積を確保することができないと認められる場合において，教育に支

障のない限度において，当該面積を減ずることができることとしたこと。

（第46条第２項）

ウ 同じ種類の昼間学部及び夜間学部が近接した施設等を使用し，又は施設

等を共用する場合の校地の面積は，当該昼間学部及び夜間学部における教

育研究に支障のない面積とすることとしたこと。（第46条第３項）

エ 昼夜開講制を実施する場合においては，これに係る収容定員，履修方

法，施設の使用状況等を考慮して，教育に支障のない限度において，アの

面積を減ずることができることとしたこと。（第46条第４項）

⑤ 校舎の面積

ア 校舎の面積の基準として，学部の種類及び規模に応じ必要とされる基準

校舎面積及び加算校舎面積をそれぞれ別表により定め，専門職大学におけ

る校舎の面積は，一個の学部のみを置く専門職大学にあっては別表に定め

る基準校舎面積以上，複数の学部を置く専門職大学にあっては別表に定め

る基準面積と加算面積を合計した面積以上としたこと。（第47条並びに別
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表第２イの表及びロの表）

イ 夜間学部が同じ種類の昼間学部と同一の施設を使用する場合は，夜間学

部又は昼間学部の収容定員のいずれか多い数により，アの別表に定める面

積とすることとしたこと。また，昼夜開講制を実施する場合においては，

これに係る収容定員，履修方法，授業の開設状況等を考慮して，教育に支

障のない限度において，別表に定める面積を減ずることができることとし

たこと。（別表第２イの表備考第３号及び第４号）

ウ 卒業に必要な臨地実務実習を実施するに当たり，実験・実習室その他の

実習に必要な施設の一部を企業等の事業者の施設の使用により確保する場

合その他の相当の事由があると認められる場合には，教育研究に支障がな

い限度において，アの別表に定める面積を減ずることができることとした

こと。（別表第２イの表備考第５号）

エ アの別表に定める校舎の面積は，専用部分の面積としたこと。ただし，

当該専門職大学と他の学校，幼保連携型認定こども園，専修学校又は各種

学校が同一の敷地内又は隣接地に所在する場合であって，それぞれの学校

等の校舎の専用部分の面積及び共用部分の面積を合算した面積が，それぞ

れの学校等が設置の認可を受ける場合において基準となる校舎の面積を合

算した面積以上のものであるときは，当該専門職大学の教育研究に支障が

ない限度において，別表に定める面積に当該学校等との共用部分の面積を

含めることができることとしたこと。（別表第２イの表備考第７号）

⑥ 図書等の資料及び図書館

ア 専門職大学は，学部の種類，規模等に応じ，図書，学術雑誌，視聴覚資

料その他の教育研究上必要な資料を，図書館を中心に系統的に備えるもの

としたこと。（第48条第１項）

イ 図書館は，アの資料の収集，整理及び提供を行うほか，情報の処理及び

提供のシステムを整備して学術情報の提供に努めるとともに，アの資料の

提供に関し，他の専門職大学の図書館等との協力に努めるものとしたこ

と。（第48条第２項）

ウ 図書館には，その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その

他の専任の職員を置くとともに，専門職大学の教育研究を促進できるよう

な適当な規模の閲覧室，レファレンス・ルーム，整理室，書庫等を備える

ものとし，閲覧室には，学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数

の座席を備えるものとしたこと。（第48条第３項から第５項まで）

⑦ 附属施設

ア 次の表の左欄に掲げる学部を置き，又は学科を設ける大学には，その学

部又は学科の教育研究に必要な施設として，それぞれ右欄に掲げる附属施

設を置くものとしたこと。また，工学に関する学部を置く専門職大学には

，原則として実験・実習工場を置くものとしたこと。（第49条）

学部又は学科 附属施設

教員養成に関する学部又は学科 附属学校又は附属幼保連携型認定こども園

農学に関する学部 農場



- -19

林学に関する学部 演習林

畜産学に関する学部又は学科 飼育場又は牧場

水産学又は商船に関する学部 練習船（共同利用による場合を含む。）

水産増殖に関する学科 養殖施設

薬学に関する学部又は学科 薬用植物園（薬草園）

体育に関する学部又は学科 体育館

⑧ 実務実習に必要な施設

専門職大学は，実験・実習室及び附属施設のほか，臨地実務実習その他の

実習に必要な施設を確保するものとしたこと。（第50条）

⑨ 機械，器具等

専門職大学は，学部又は学科の種類，教員数及び学生数に応じて必要な種

類及び数の機械，器具及び標本を備えるものとしたこと。（第51条）

⑩ 二以上の校地において教育研究を行う場合における施設及び設備

専門職大学は，二以上の校地において教育研究を行う場合においては，そ

れぞれの校地ごとに教育研究に支障のないよう必要な施設及び設備を備える

ものとしたこと。ただし，その校地が隣接している場合は，この限りでない

こと。（第52条）

⑪ 教育研究環境の整備

専門職大学は，その教育研究上の目的を達成するため，必要な経費の確保

等により，教育研究にふさわしい環境の整備に努めるものとしたこと。（第

53条）

⑫ 大学等の名称

ア 専門職大学は，その名称中に専門職大学という文字を用いなければなら

ないこととしたこと。（第54条第１項）

イ 専門職大学，学部及び学科の名称は，専門職大学等として適当であると

ともに，当該専門職大学等の教育研究上の目的にふさわしいものとするこ

ととしたこと。（第54条第２項）

（９）事務組織等

① 事務組織

専門職大学は，その事務を遂行するため，専任の職員を置く適当な事務組

織を設けるものとしたこと。（第55条）

② 厚生補導の組織

専門職大学は，学生の厚生補導を行うため，専任の職員を置く適当な組織

を設けるものとしたこと。（第56条）

③ 社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培うための体制

専門職大学は，当該専門職大学及び学部等の教育上の目的に応じ，学生が

卒業後自らの資質を向上させ，社会的及び職業的自立を図るために必要な能

力を，教育課程の実施及び厚生補導を通じて培うことができるよう，専門職

大学内の組織間の有機的な連携を図り，適切な体制を整えるものとしたこ

と。（第57条）



- -20

④ 研修の機会等

専門職大学は，当該専門職大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営

を図るため，その職員に必要な知識及び技能を習得させ，並びにその能力及

び資質を向上させるための研修（スタッフ・ディベロップメント）の機会を

設けることその他必要な取組を行うものとしたこと。（第58条）

（10）共同教育課程に関する特例

二以上の専門職大学は，その専門職大学，学部及び学科の教育上の目的を

達成するために必要があると認められる場合には，当該二以上の専門職大学

のうち一の専門職大学が開設する授業科目を，当該二以上の専門職大学のう

ち他の専門職大学の教育課程の一部とみなして，それぞれの専門職大学ごと

に同一内容の教育課程（共同教育課程）を編成することができること等と

し，共同教育課程に関する特例として，共同教育課程に係る単位の認定，共

同学科に係る卒業の要件，専任教員数，校地の面積，校舎の面積並びに施設

及び設備に関する事項を定めたこと。（第59条から第65条まで）

（11）国際連携学科に関する特例

専門職大学は，その学部の教育上の目的を達成するために必要があると認

められる場合には，学部に，文部科学大臣が別に定めるところにより，外国

の専門職大学に相当する大学と連携して教育研究を実施するための学科（国

際連携学科）を設けることができること等とし，国際連携学科に関する特例

として，国際連携教育課程の編成，共同開設科目，国際連携教育課程に係る

単位の認定，卒業の要件，専任教員数並びに施設及び設備に関する事項を定

めたこと。（第66条から第72条まで）

（12）雑 則

① 外国に設ける組織

専門職大学は，文部科学大臣が別に定めるところにより，外国に学部，学

科その他の組織を設けることができることとしたこと。（第73条）

② 段階的整備

新たに専門職大学等を設置する場合の教員組織，校舎等の施設及び設備に

ついては，別に定めるところにより，段階的に整備することができることと

したこと。（第74条）

２ 専門職短期大学設置基準の制定

省令の概要

（１）総 則

① 趣 旨

専門職短期大学設置基準は，専門職短期大学を設置するのに必要な最低の

基準とするとともに，専門職短期大学は，この省令で定める設置基準より低

下した状態にならないようにすることはもとより，その水準の向上を図るこ
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とに努めなければならないこととしたこと。（第１条）

② 教育研究上の目的

専門職短期大学は，学科又は専攻課程ごとに，人材の養成に関する目的そ

の他の教育研究上の目的を学則等に定めるものとしたこと。（第２条）

③ 入学者選抜

入学者の選抜は，公正かつ妥当な方法により，適切な体制を整えて行うも

のとするとともに，専門職短期大学は，実務の経験を有する者その他の入学

者の多様性の確保に配慮した入学者選抜を行うよう努めるものとしたこと。

（第３条）

④ 教員と事務職員等の連携及び協働

専門職短期大学は，教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営を図るた

め，当該専門職短期大学の教員と事務職員等との適切な役割分担の下で，こ

れらの者の間の連携体制を確保し，これらの者の協働によりその職務が行わ

れるよう留意するものとしたこと。（第４条）

（２）学 科

① 学 科

学科は，教育研究の必要に応じ組織されるものであって，教員組織その他

が学科として適当な規模内容をもつと認められるものとしたこと。（第５条

第１項）

② 専攻課程

学科には，教育上特に必要があるときは，専攻課程を置くことができるこ

ととしたこと。（第５条第２項）

（３）収容定員

① 収容定員は，学科ごとに学則で定めるものとしたこと。この場合におい

て，学科に専攻課程を置くときは，専攻課程を単位として学科ごとに定める

ものとしたことともに，昼夜開講制を実施するとき及び外国に学科その他の

組織を設けるときは，これに係る収容定員を明示するものとしたこと。（第

６条第１項及び第２項）

② 収容定員は，教員組織，校地，校舎その他の教育上の諸条件を総合的に考

慮して定めるとともに，専門職短期大学は，教育にふさわしい環境の確保の

ため，在学する学生の数を収容定員に基づき適正に管理するものとしたこ

と。（第６条第３項及び第４項）

（４）教育課程

① 教育課程の編成方針

ア 専門職短期大学は，当該専門職短期大学及び学科の教育上の目的を達成

するために必要な授業科目を，産業界及び地域社会と連携しつつ，自ら開

設し，体系的に教育課程を編成するものとしたこと。（第７条第１項）

イ 教育課程の編成に当たっては，専門職短期大学は，学科に係る専門の学
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芸を教授し，専門性が求められる職業を担うための実践的な能力及び当該

職業の分野において創造的な役割を担うための応用的な能力を育成すると

ともに，豊かな人間性及び職業倫理を涵養するよう適切に配慮しなければ

ならないこととしたこと。（第７条第２項）

ウ 専門職短期大学は，学科に係る職業を取り巻く状況を踏まえて必要な授

業科目を開発し，当該職業の動向に即した教育課程の編成を行うととも

に，当該状況の変化に対応し，授業科目の内容，教育課程の構成等につい

て，不断の見直しを行うものとしたこと。また，当該授業科目の開発，教

育課程の編成及びそれらの見直しは，教育課程連携協議会の意見を勘案す

るとともに，適切な体制を整えて行うものとしたこと。（第７条第３項及

び第４項）

② 教育課程連携協議会

ア 専門職短期大学は，産業界及び地域社会との連携により，教育課程を編

成し，及び円滑かつ効果的に実施するため，教育課程連携協議会を設ける

ものとしたこと。（第８条第１項）

イ 教育課程連携協議会は，次の者をもって構成するものとしたこと。（第

８条第２項）

（ア）学長が指名する教員その他の職員

（イ）当該専門職短期大学の課程に係る職業に就いている者又は当該職業

に関連する事業を行う者による団体のうち，広範囲の地域で活動する

ものの関係者であって，当該職業の実務に関し豊富な経験を有する者

（ウ）地方公共団体の職員，地域の事業者による団体の関係者その他の地

域の関係者

（エ）臨地実務実習（（５）⑧ア（エ）の臨地実務実習をいう。）その他

の授業科目の開設又は授業の実施において当該専門職短期大学と連携

する事業者

（オ）当該専門職短期大学の教員その他の職員以外の者であって学長が必

要と認める者

ウ 教育課程連携協議会は，次に掲げる事項について審議し，学長に意見を

述べるものとしたこと。（第８条第３項）

（ア）産業界及び地域社会との連携による授業科目の開設その他の教育課

程の編成に関する基本的な事項

（イ）産業界及び地域社会との連携による授業の実施その他の教育課程の

実施に関する基本的な事項及びその実施状況の評価に関する事項

③ 教育課程の編成方法

教育課程は，各授業科目を必修科目及び選択科目に分け，これを各年次

に配当して編成するものとしたこと。（第９条）

④ 専門職短期大学の授業科目

専門職短期大学は，次に掲げる授業科目を開設するものとしたこと。

（第10条）

ア 基礎科目（生涯にわたり自らの資質を向上させ，社会的及び職業的自立
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を図るために必要な能力を育成するための授業科目をいう。）

イ 職業専門科目（専攻に係る特定の職業において必要とされる理論的かつ

実践的な能力及び当該職業の分野全般にわたり必要な能力を育成するため

の授業科目をいう。）

ウ 展開科目（専攻に係る特定の職業の分野に関連する分野における応用的

な能力であって，当該職業の分野において創造的な役割を果たすために必

要なものを育成するための授業科目をいう。）

エ 総合科目（修得した知識及び技能等を総合し，専門性が求められる職業

を担うための実践的かつ応用的な能力を総合的に高めるための授業科目を

いう。）

⑤ 単 位

ア 各授業科目の単位数は，専門職短期大学において定めるものとしたこ

と。単位数を定めるに当たっては，１単位の授業科目を45時間の学修を必

要とする内容をもって構成することを標準とし，授業の方法に応じ，当該

授業による教育効果，授業時間外に必要な学修等を考慮して，次の基準に

より単位数を計算するものとしたこと。（第11条第１項及び第２項）

（ア）講義及び演習については，15時間から30時間までの範囲で専門職短

期大学が定める時間の授業をもって１単位とすること。

（イ）実験，実習及び実技については，30時間から45時間までの範囲で専

門職短期大学が定める時間の授業をもって１単位とすること。ただ

し，芸術等の分野における個人指導による実技の授業については，専

門職短期大学が定める時間の授業をもって１単位とすることができる

こと。

（ウ）一の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち２

以上の方法の併用により行う場合については，その組み合わせに応

じ，（ア）及び（イ）の基準を考慮して専門職短期大学が定める時間

の授業をもって１単位とすること。

イ 卒業研究，卒業制作等の授業科目については，これらの学修の成果を評

価して単位を授与することが適切と認められる場合には，これらに必要な

学修等を考慮して，単位数を定めることができることとしたこと。（第11

条第３項）

⑥ １年間の授業期間

１年間の授業を行う期間は，定期試験等の期間を含め，35週にわたること

を原則としたこと。（第12条）

⑦ 各授業科目の授業期間

各授業科目の授業は，10週又は15週にわたる期間を単位として行うものと

したこと。ただし，教育上必要があり，かつ，十分な教育効果をあげること

ができると認められる場合は，この限りでないこと。（第13条）

⑧ 授業を行う学生数

専門職短期大学が一の授業科目について同時に授業を行う学生数は，40人

以下とすることとしたこと。ただし，教育上必要があり，かつ，十分な教育
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効果をあげることができると認められる場合は，この限りでないこと。（第1

4条）

⑨ 授業の方法

ア 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこ

れらの併用により行うものとしたこと。（第15条第１項）

イ 授業の方法として，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う

教室等以外の場所で授業を履修させること，授業を外国において履修させ

ること及び授業の一部を校舎及び附属施設以外の場所で行うことができる

こととしたこと。（第15条第２項から第４項まで）

⑩ 成績評価基準等の明示等

専門職短期大学は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに１年間の授

業の計画をあらかじめ明示するものとしたこと。また，学修の成果に係る評

価及び卒業の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確保するため，学生に

対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがって適切

に行うものとしたこと。（第16条）

⑪ 教育内容等の改善のための組織的な研修等

専門職短期大学は，授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修

及び研究（ファカルティ・ディベロップメント）を実施するものとしたこ

と。（第17条）

⑫ 昼夜開講制

専門職短期大学は，教育上必要と認められる場合には，昼夜開講制により

授業を行うことができることとしたこと。（第18条）

（５）卒業の要件等

① 単位の授与

専門職短期大学は，一の授業科目を履修した学生に対しては，試験の上単

位を与えるものとしたこと。ただし，卒業研究，卒業制作等の授業科目につ

いては，専門職短期大学の定める適切な方法により学修の成果を評価して単

位を与えることができることとしたこと。（第19条）

② 履修科目の登録の上限

ア 専門職短期大学は，学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修する

ため，卒業の要件として学生が修得すべき単位数について，学生が１年間

又は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定める

よう努めなければならないこととしたこと。また，所定の単位を優れた成

績をもって修得した学生については，専門職短期大学の定めるところによ

り，当該上限を超えて履修科目の登録を認めることができることとしたこ

と。（第20条）

③ 他の短期大学又は大学における授業科目の履修等

ア 専門職短期大学は，教育上有益と認めるときは，学生が専門職短期大学

の定めるところにより他の短期大学又は大学において履修した授業科目に

ついて修得した単位を，修業年限が２年の専門職短期大学にあっては30単
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位，修業年限が３年の専門職短期大学にあっては46単位（（５）⑨による

卒業要件の特例を適用する夜間３年制の専門職短期大学にあっては30単

位）を超えない範囲で当該専門職短期大学における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができることとしたこと。（第21条第１項）

イ アは，学生が，外国の短期大学又は大学に留学する場合，外国の短期大

学又は大学が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場

合及び外国の短期大学又は大学の教育課程を有するものとして当該外国の

学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が

別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修

する場合について準用すること。（第21条第２項）

④ 短期大学又は大学以外の教育施設等における学修

ア 専門職短期大学は，教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又

は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学

修を，当該専門職短期大学における授業科目の履修とみなし，専門職短期

大学の定めるところにより単位を与えることができることとしたこと。

（第22条第１項）

イ アにより与えることができる単位数は，修業年限が２年の専門職短期大

学にあっては③アにより当該専門職短期大学において修得したものとみな

す単位数と合わせて30単位，修業年限が３年の専門職短期大学にあっては

③アにより当該専門職短期大学において修得したものとみなす単位数と合

わせて46単位（卒業要件の特例を適用する夜間３年制の専門職短期大学に

あっては30単位）を超えないものとしたこと。（第22条第２項）

⑤ 入学前の既修得単位等の認定

ア 専門職短期大学は，教育上有益と認めるときは，学生が当該専門職短期

大学に入学する前に短期大学又は大学において履修した授業科目について

修得した単位を，当該専門職短期大学に入学した後の当該専門職短期大学

における授業科目の履修により修得したものとみなすことができることと

したこと。（第23条第１項）

イ 専門職短期大学は，教育上有益と認めるときは，学生が当該専門職短期

大学に入学する前に行った④アの学修を，当該専門職短期大学における授

業科目の履修とみなし，専門職短期大学の定めるところにより単位を与え

ることができることとしたこと。（第23条第２項）

ウ 専門職短期大学は，学生が当該専門職短期大学に入学する前に専門性が

求められる職業に係る実務の経験を通じ，当該職業を担うための実践的な

能力を修得している場合において，教育上有益と認めるときは，文部科学

大臣が別に定めるところにより，当該実践的な能力の修得を，当該専門職

短期大学における授業科目の履修とみなし，修業年限が２年の専門職短期

大学にあっては15単位を，修業年限が３年の専門職短期大学にあっては23

単位（卒業要件の特例を適用する夜間３年制の専門職短期大学にあっては

15単位）を超えない範囲で専門職短期大学の定めるところにより，単位を

与えることができることとしたこと。（第23条第３項）
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エ アからウまでにより修得したものとみなし，又は与えることのできる単

位数は，転学等の場合を除き，当該専門職短期大学において修得した単位

以外のものについては，③ア及び④アにより当該専門職短期大学において

修得したものとみなす単位数と合わせて，修業年限が２年の専門職短期大

学にあっては30単位を，修業年限が３年の専門職短期大学にあっては46単

位（卒業要件の特例を適用する夜間３年制の専門職短期大学にあっては30

単位）を超えないものとしたこと。（第23条第４項）

⑥ 長期にわたる教育課程の履修

専門職短期大学は，専門職短期大学の定めるところにより，学生が，職業

を有している等の事情により，修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的

に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たときは，その計画

的な履修を認めることができることとしたこと。（第24条）

⑦ 科目等履修生等

ア 専門職短期大学は，専門職短期大学の定めるところにより，科目等履修

生に対し，単位を与えることができることとし，科目等履修生に対する単

位の授与については，①を準用することとしたこと。（第25条第１項及び

第２項）

イ 専門職短期大学は，科目等履修生その他の学生以外の者（科目等履修生

等）を相当数受け入れる場合においては，教育に支障のないよう，それぞ

れ相当の専任教員及び校地・校舎の面積を増加するものとしたこと。ま

た，科目等履修生等を受け入れる場合においては，一の授業科目について

同時に授業を行うこれらの者の人数は，授業の方法及び施設，設備その他

の教育上の諸条件を考慮して，教育効果を十分にあげられるような適当な

人数とするものとしたこと。（第25条第３項及び第４項）

⑧ 卒業の要件

ア 修業年限が２年の専門職短期大学の卒業の要件は，次のいずれにも該当

することとしたこと。（第26条第１項）

（ア）専門職短期大学に２年以上在学すること。

（イ）62単位以上（基礎科目及び展開科目に係るそれぞれ10単位以上，職業

専門科目に係る30単位以上並びに総合科目に係る２単位以上を含む。）を

修得すること。

（ウ）実験，実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり，か

つ，教育効果を十分にあげることができると認める場合には，演習，実

験，実習又は実技による授業科目）に係る20単位以上を修得すること。

（エ）（ウ）の授業科目に係る単位に臨地実務実習（企業等の事業者の事業

所又はこれに類する場所において，当該事業者の実務に従事することによ

り行う実習による授業科目であって，文部科学大臣が定めるところにより

開設されるものをいう。）に係る10単位が含まれること。ただし，やむを

得ない事由があり，かつ，教育効果を十分にあげることができると認めら

れる場合には，２単位を超えない範囲で，連携実務演習等（企業等の事業

者と連携して開設する演習又は実習等による授業科目のうち，当該事業者
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の実務にかかわる課題に取り組むもの（臨地実務実習を除く。）であっ

て，文部科学大臣が定めるところにより開設されるものをいう。）をもっ

てこれに代えることができること。

イ 修業年限が３年の専門職短期大学の卒業の要件は，次のいずれにも該当

することとしたこと。（第26条第２項）

（ア）専門職短期大学に３年以上在学すること。

（イ）93単位以上（基礎科目及び展開科目に係るそれぞれ15単位以上，職業

専門科目に係る45単位以上並びに総合科目に係る２単位以上を含む。）を

修得すること。

（ウ）実験，実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり，か

つ，教育効果を十分にあげることができると認める場合には，演習，実

験，実習又は実技による授業科目）に係る30単位以上を修得すること。

（エ）（ウ）の授業科目に係る単位に臨地実務実習に係る15単位が含まれる

こと。ただし，やむを得ない事由があり，かつ，教育効果を十分にあげる

ことができると認められる場合には，３単位を超えない範囲で，連携実務

演習等をもってこれに代えることができること。

ウ ア及びイにより卒業の要件として修得すべき単位数のうち，（４）⑨イ

の多様なメディアを高度に利用して行う授業により修得する単位数は，修

業年限２年の専門職短期大学にあっては30単位，修業年限３年の専門職短

期大学にあっては46単位（卒業要件の特例を適用する夜間３年制の専門職

短期大学にあっては30単位）を超えないものとしたこと。（第26条第３

項）

⑨卒業の要件の特例

夜間において授業を行う学科その他授業を行う時間について教育上特別の

配慮を必要とする学科（夜間学科等）に係る修業年限が３年の専門職短期大

学の卒業の要件は，専門職短期大学に３年以上在学し，（５）⑧ア（イ）か

ら（エ）までのいずれにも該当することとすることができるものとしたこ

と。（第27条）

（６）教員組織

① 教員組織

ア 専門職短期大学は，その教育研究上の目的を達成するため，学科の規模

及び授与する学位の分野に応じ，必要な教員を置くものとしたこと。（第

28条第１項）

イ 専門職短期大学は，教育研究の実施に当たり，教員の適切な役割分担の

下で，組織的な連携体制を確保し，教育研究に係る責任の所在が明確にな

るように教員組織を編制するものとしたこと。（第28条第２項）

ウ 専門職短期大学は，教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図

るため，教員の構成が特定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮

するものとしたこと。（第28条第３項）

エ 専門職短期大学は，二以上の校地において教育を行う場合においては，
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それぞれの校地ごとに必要な教員を置くものとし，それぞれの校地には，

当該校地における教育に支障のないよう，原則として専任の教授又は准教

授を少なくとも１人以上置くものとしたこと。ただし，その校地が隣接し

ている場合は，この限りでないこととしたこと。（第28条第４項）

② 授業科目の担当

専門職短期大学は，教育上主要と認める授業科目（主要授業科目）につい

ては原則として専任の教授又は准教授に，主要授業科目以外の授業科目につ

いてはなるべく専任の教授，准教授，講師又は助教に担当させるものとした

こと。また，演習，実験，実習又は実技を伴う授業科目については，なるべ

く助手に補助させるものとしたこと。（第29条）

③ 授業を担当しない教員

専門職短期大学には，教育研究上必要があるときは，授業を担当しない教

員を置くことができることとしたこと。（第30条）

④ 専任教員

ア 教員は，一の専門職短期大学に限り，専任教員となるものとし，専任教

員は，専ら一の専門職短期大学における教育研究に従事するものとしたこ

と。（第31条第１項及び第２項）

イ アにかかわらず，専門職短期大学は，教育研究上特に必要があり，か

つ，当該専門職短期大学における教育研究の遂行に支障がないと認められ

る場合には，当該専門職短期大学における教育研究以外の業務に従事する

者を，当該専門職短期大学の専任教員とすることができることとしたこ

と。（第31条第３項）

⑤ 専任教員数

ア 専任教員数の基準として，学科の種類及び規模に応じて必要とされる教

授等の数及び専門職短期大学全体の入学定員に応じて必要とされる教授等

の数をそれぞれ別表により定め，専門職短期大学における専任教員の数

は，それぞれの別表に定める数を合計した数以上としたこと。（第32条並

びに別表第１イの表及びロの表）

イ アの別表に定める専任教員数の３割以上は教授とすることしたこと。

（別表第１イの表備考第１号）

ウ 入学定員の数がアの別表に定める数に満たない場合における専任教員数

は，その２割の範囲内において兼任の教員に代えることができることとし

たこと。（別表第１イの表備考第５号）

エ 教育課程が同一又は類似の夜間学科等を併せ置く場合の当該夜間学科等

の必要専任教員数は，アの別表に定める教員数の３分の１以上としたこ

と。ただし，夜間学科等の入学定員が昼間学科等の入学定員を超える場合

には，当該夜間学科等の必要専任教員数は別表に定める教員数とし，当該

昼間学科等の必要専任教員数は別表に定める教員数の３分の１以上とした

こと。また，昼夜開講制を実施する場合は，これに係る収容定員，履修方

法，授業の開設状況等を考慮して，教育に支障のない限度において，別表

に定める必要専任教員数を減ずることができることとしたこと。（別表第
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１イの表備考第８号及び第９号）

⑥ 実務の経験等を有する専任教員

ア ⑤による専任教員の数のおおむね４割以上は，専攻分野におけるおおむ

ね５年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を有する者とす

ることとしたこと。（第33条第１項）

イ 実務の経験等を有する専任教員のうち，アのおおむね４割の専任教員の

数に２分の１を乗じて算出される数以上は，次のいずれかに該当する者と

することとしたこと。（第33条第２項）

（ア）大学，短期大学又は高等専門学校において教授，准教授，専任の講師

又は助教の経歴のある者

（イ）博士の学位，修士の学位又は修士（専門職），法務博士（専門職）若

しくは教職修士（専門職）の学位を有する者

（ウ）企業等に在職し，実務に係る研究上の業績を有する者

ウ アのおおむね４割の専任教員の数に２分の１を乗じて算出される数の範囲

内については，専任教員以外の者であっても，１年につき６単位以上の授業

科目を担当し，かつ，教育課程の編成その他の学科の運営について責任を担

う者（いわゆる「みなし専任教員」）で足りるものとしたこと。（第33条第

３項）

（７）教員の資格

① 学長の資格

学長となることのできる者は，人格が高潔で，学識が優れ，かつ，大学運

営に関し識見を有すると認められる者としたこと。（第34条）

② 教授の資格

教授となることのできる者は，次のいずれかに該当し，かつ，専門職短期

大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められ

る者としたこと。（第35条）

ア 博士の学位を有し，研究上の業績を有する者

イ 研究上の業績がアの者に準ずると認められる者

ウ 修士（専門職），法務博士（専門職）又は教職修士（専門職）の学位を

有し，当該学位の専攻分野に関する実務上の業績を有する者

エ 大学，短期大学又は高等専門学校において教授，准教授又は専任の講師

の経歴のある者

オ 芸術上の優れた業績を有すると認められる者及び実際的な技術の修得を

主とする分野にあっては実際的な技術に秀でていると認められる者

カ 専攻分野について，特に優れた知識及び経験を有すると認められる者

③ 准教授の資格

准教授となることのできる者は，次のいずれかに該当し，かつ，専門職短

期大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認めら

れる者としたこと。（第36条）

ア ②のいずれかに該当する者



- -30

イ 大学，短期大学又は高等専門学校において助教又はこれに準ずる職員と

しての経歴のある者

ウ 修士の学位又は修士（専門職），法務博士（専門職）若しくは教職修士

（専門職）の学位を有する者

エ 研究所，試験所，調査所等に在職し，研究上の業績を有する者

オ 専攻分野について，優れた知識及び経験を有すると認められる者

④ 講師の資格

講師となることのできる者は，次のいずれかに該当する者としたこと。

（第37条）

ア ②又は③の教授又は准教授となることのできる者

イ その他特殊な専攻分野について，専門職短期大学における教育を担当す

るにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者

⑤ 助教の資格

助教となることのできる者は，次のいずれかに該当し，かつ，専門職短期

大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められ

る者としたこと。（第38条）

ア ②アからカまで又は③アからオまでのいずれかに該当する者

イ 修士の学位（医学を履修する課程，歯学を履修する課程，薬学を履修す

る課程のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの

又は獣医学を履修する課程を修了した者については，学士の学位）又は学

位規則第５条の２に規定する専門職学位を有する者

ウ 専攻分野について，知識及び経験を有すると認められる者

⑥ 助手の資格

助手となることのできる者は，次のいずれかに該当する者としたこと。

（第39条）

ア 学士の学位又は学士（専門職）の学位を有する者

イ アの者に準ずる能力を有すると認められる者

（８）校地，校舎等の施設及び設備等

① 校地

ア 校地は，教育にふさわしい環境をもち，校舎の敷地には，学生が休息そ

の他に利用するのに適当な空地を有するものとしたこと。（第40条第１

項）

イ アにかかわらず，専門職短期大学は，法令の規定による制限その他のや

むを得ない事由により所要の土地の取得を行うことが困難であるためアの

空地を校舎の敷地に有することができないと認められる場合において，学

生が休息その他に利用するため，適当な空地を有することにより得られる

効用と同等以上の効用が得られる措置を当該専門職短期大学が講じている

場合に限り，空地を校舎の敷地に有しないことができることとしたこと。

（第40条第２項）

ウ イの措置は，次に掲げる要件を満たす施設を校舎に備えることにより行
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うものとしたこと。（第43条第３項）

（ア）できる限り開放的であって，多くの学生が余裕をもって休息，交流

その他に利用できるものであること。

（イ）休息，交流その他に必要な設備が備えられていること。

② 運動場，体育館その他のスポーツ施設

ア 専門職短期大学は，原則として体育館その他のスポーツ施設を備えると

ともに，なるべく運動場を設けるものとしたこと。（第41条第１項）

イ 専門職短期大学は，やむを得ない特別の事情があるときは，体育館その

他のスポーツ施設を設けることにより得られる効用と同等以上の効用が得

られる措置を当該専門職短期大学が講じており，かつ，教育に支障がない

と認められる場合に限り，体育館その他のスポーツ施設を設けないことが

できることとしたこと。（第41条第２項）

ウ イの措置は，当該専門職短期大学以外の者が備える運動施設であって次

に掲げる要件を満たすものを学生に利用させることにより行うことができ

るものとしたこと。（第41条第３項）

（ア）様々な運動が可能で，多くの学生が余裕をもって利用できること。

（イ）校舎から至近の位置に立地していること。

（ウ）学生の利用に際し経済的負担の軽減が十分に図られているものであ

ること。

③ 校舎等施設

ア 専門職短期大学は，その組織及び規模に応じ，少なくとも次に掲げる専

用の施設を備えた校舎を有するものとしたこと。ただし，特別の事情があ

り，かつ，教育研究に支障がないと認められるときは，この限りでないこ

ととしたこと。（第42条第１項）

（ア）学長室，会議室，事務室

（イ）教室（講義室，演習室，実験室，実習室等とする。），研究室

（ウ）図書館，保健室

イ 教室は，学科の種類及び学生数に応じ，必要な種類と数を備えるものと

したこと。（第42条第２項）

ウ 研究室は，専任の教員に対しては必ず備えるものとしたこと。（第42条

第３項）

エ 校舎には，アの施設のほか，なるべく情報処理及び語学の学習のための

施設を備えるものとしたこと。（第42条第４項）

オ 専門職短期大学は，ア及びウの施設のほか，なるべく講堂，学生自習室

及び学生控室並びに寄宿舎，課外活動施設その他の厚生補導に関する施設

を備えるものとしたこと。（第42条第５項）

カ 夜間学科等を置く専門職短期大学又は昼夜開講制を実施する専門職短期

大学にあっては，研究室，教室，図書館その他の施設の利用について，教

育研究に支障のないようにするものとしたこと。（第42条第６項）

④ 図書等の資料及び図書館

ア 専門職短期大学は，学科の種類，規模等に応じ，図書，学術雑誌，視聴
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覚資料その他の教育研究上必要な資料を，図書館を中心に系統的に備える

ものとしたこと。（第43条第１項）

イ 図書館は，アの資料の収集，整理及び提供を行うほか，情報の処理及び

提供のシステムを整備して学術情報の提供に努めるとともに，アの資料の

提供に関し，他の専門職短期大学の図書館等との協力に努めるものとした

こと。（第43条第２項）

ウ 図書館には，その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その

他の専任の職員を置くとともに，専門職短期大学の教育研究を促進できる

ような適当な規模の閲覧室，レファレンス・ルーム，整理室，書庫等を備

えるものとし，閲覧室には，学生の学習及び教員の教育研究のために十分

な数の座席を備えるものとしたこと。（第43条第３項から第５項まで）

⑤ 校地の面積

ア 専門職短期大学における校地の面積（附属施設用地及び寄宿舎の面積を

除く。）は，収容定員上の学生１人当たり10平方メートルとして算定した

面積とすることとしたこと。（第44条第１項）

イ 専門職短期大学は，その場所に立地することが教育上特に必要であり，

かつ，やむを得ない事由により所要の土地を取得することが困難であるた

めアの面積を確保することができないと認められる場合において，教育に

支障のない限度において，当該面積を減ずることができることとしたこ

と。（第44条第２項）

ウ 同じ種類の昼間学科及び夜間学科が近接した施設等を使用し，又は施設

等を共用する場合の校地の面積は，当該昼間学科及び夜間学科における教

育研究に支障のない面積とすることとしたこと。（第44条第３項）

エ 昼夜開講制を実施する場合においては，これに係る収容定員，履修方

法，施設の使用状況等を考慮して，教育に支障のない限度において，アの

面積を減ずることができることとしたこと。（第44条第４項）

⑥ 校舎の面積

ア 校舎の面積の基準として，学科の種類及び規模に応じ必要とされる基準

校舎面積及び加算校舎面積をそれぞれ別表により定め，専門職短期大学に

おける校舎の面積は，一の分野についてのみ学科を置く専門職短期大学に

あっては別表に定める基準校舎面積以上，二以上の分野についてそれぞれ

学科を置く専門職短期大学にあっては別表に定める基準面積と加算面積を

合計した面積以上としたこと。（第45条並びに別表第２イの表及びロの

表）

イ 同じ種類の昼間学科及び夜間学科等が近接した施設等を使用し，又は施

設等を共用する場合の校舎の面積は，当該昼間学科及び夜間学科等におけ

る教育研究に支障のない面積とすることとしたこと。また，昼夜開講制を

実施する場合においては，これに係る収容定員，履修方法，授業の開設状

況等を考慮して，教育に支障のない限度において，アの別表に定める面積

を減ずることができることとしたこと。（別表第２イの表備考第３号及び

第４号）
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ウ 卒業に必要な臨地実務実習を実施するに当たり，実験・実習室その他の

実習に必要な施設の一部を企業等の事業者の施設の使用により確保する場

合その他の相当の事由があると認められる場合には，教育研究に支障がな

い限度において，アの別表に定める面積を減ずることができることとした

こと。（別表第２イの表備考第５号）

エ アの別表に定める校舎の面積は，専用部分の面積としたこと。ただし，

当該専門職短期大学と他の学校，幼保連携型認定こども園，専修学校又は

各種学校が同一の敷地内又は隣接地に所在する場合であって，それぞれの

学校等の校舎の専用部分の面積及び共用部分の面積を合算した面積が，そ

れぞれの学校等が設置の認可を受ける場合において基準となる校舎の面積

を合算した面積以上のものであるときは，当該専門職短期大学の教育研究

に支障がない限度において，別表に定める面積に当該学校等との共用部分

の面積を含めることができることとしたこと。（別表第２イの表備考第７

号）

⑦ 附属施設

専門職短期大学には，学科の種類に応じ，教育研究上必要な場合は，適

当な規模内容を備えた附属施設を置くものとしたこと。（第46条）

⑧ 実務実習に必要な施設

専門職短期大学は，実験・実習室及び附属施設のほか，臨地実務実習その

他の実習に必要な施設を確保するものとしたこと。（第47条）

⑨ 機械，器具等

専門職短期大学は，学科の種類，学生数及び教員数に応じて必要な種類及

び数の機械，器具及び標本を備えるものとしたこと。（第48条）

⑩ 二以上の校地において教育研究を行う場合における施設及び設備

専門職短期大学は，二以上の校地において教育研究を行う場合において

は，それぞれの校地ごとに教育研究に支障のないよう必要な施設及び設備を

備えるものとしたこと。ただし，その校地が隣接している場合は，この限り

でないこと。（第49条）

⑪ 教育研究環境の整備

専門職短期大学は，その教育研究上の目的を達成するため，必要な経費の

確保等により，教育研究にふさわしい環境の整備に努めるものとしたこと。

（第50条）

⑫ 専門職短期大学等の名称

ア 専門職短期大学は，その名称中に専門職短期大学という文字を用いなけ

ればならないこととしたこと。（第51条第１項）

イ 専門職短期大学及び学科の名称は，専門職短期大学等として適当である

とともに，当該専門職短期大学等の教育研究上の目的にふさわしいものと

することとしたこと。（第51条第２項）

（９）事務組織等

① 事務組織
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専門職短期大学は，その事務を遂行するため，専任の職員を置く適当な事

務組織を設けるものとしたこと。（第52条）

② 厚生補導の組織

専門職短期大学は，学生の厚生補導を行うため，専任の職員を置く適当な

組織を設けるものとしたこと。（第53条）

③ 社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培うための体制

専門職短期大学は，当該専門職短期大学及び学科又は専攻課程の教育上の

目的に応じ，学生が卒業後自らの資質を向上させ，社会的及び職業的自立を

図るために必要な能力を，教育課程の実施及び厚生補導を通じて培うことが

できるよう，専門職短期大学内の組織間の有機的な連携を図り，適切な体制

を整えるものとしたこと。（第54条）

④ 研修の機会等

専門職短期大学は，当該専門職短期大学の教育研究活動等の適切かつ効果

的な運営を図るため，その職員に必要な知識及び技能を習得させ，並びにそ

の能力及び資質を向上させるための研修（スタッフ・ディベロップメント）

の機会を設けることその他必要な取組を行うものとしたこと。（第55条）

（10）共同教育課程に関する特例

二以上の専門職短期大学は，その専門職短期大学及び学科の教育上の目的

を達成するために必要があると認められる場合には，当該二以上の専門職短

期大学のうち一の専門職短期大学が開設する授業科目を，当該二以上の専門

職短期大学のうち他の専門職短期大学の教育課程の一部とみなして，それぞ

れの専門職短期大学ごとに同一内容の教育課程（共同教育課程）を編成する

ことができること等とし，共同教育課程に関する特例として，共同教育課程

に係る単位の認定，共同学科に係る卒業の要件，専任教員数，校地の面積，

校舎の面積並びに施設及び設備に関する事項を定めたこと。（第56条から第6

2条まで）

（11）国際連携学科に関する特例

専門職短期大学は，その教育上の目的を達成するために必要があると認め

られる場合には，専門職短期大学に，文部科学大臣が別に定めるところによ

り，外国の専門職短期大学に相当する短期大学と連携して教育研究を実施す

るための学科（国際連携学科）を設けることができること等とし，国際連携

学科に関する特例として，国際連携教育課程の編成，共同開設科目，国際連

携教育課程に係る単位の認定，卒業の要件，専任教員数並びに施設及び設備

に関する事項を定めたこと。（第63条から第69条まで）

（12）雑 則

① 外国に設ける組織

専門職短期大学は，文部科学大臣が別に定めるところにより，外国に学科

その他の組織を設けることができることとしたこと。（第70条）
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② その他の基準

専攻科及び別科に関する基準は，別に定めることとしたこと。（第71条）

③ 段階的整備

新たに専門職短期大学等を設置する場合の教員組織，校舎等の施設及び設

備については，別に定めるところにより，段階的に整備することができるこ

ととしたこと。（第72条）

３ 留意事項

（１）実務経験者その他の入学者の多様性の確保について

① 専門職大学等においては，文部科学省高等教育局長が毎年度発出する大学

入学者選抜実施要項に基づき，入学者選抜を適切に実施すること。専門職大

学等では，設置基準において入学者の多様性確保に配慮した入学者選抜が努

力義務化された趣旨を踏まえ，高等学校（普通科，専門学科及び総合学科）

の卒業生，実務経験者その他の社会人，他の高等教育機関からの編入学生な

ど，多様な入学者を積極的に受け入れることが期待されること。入学者の選

抜に当たっては，実務経験や保有資格，技能検定での成績等を積極的に考慮

するなど，多様な背景を持つ志願者の能力・意欲・適性等を多面的・総合的

に評価すること等が考えられること。（専門職大学設置基準第３条第２項／

専門職短期大学設置基準第３条第２項関係）

② 専門職大学等は，特に，実務経験者等の社会人の学修ニーズへの対応にお

いて積極的な役割を果たすことを期待されるものであること。各専門職大学

等においては，多様なメディアを高度に利用したいわゆる遠隔授業や，昼夜

開講制，長期履修学生，入学前の実務経験を勘案した単位認定等の制度の活

用も含め，その目的に応じた適切な方法により，社会人が学びやすい学修機

会の提供に取り組むことが望まれること。履修証明プログラム等による短期

の学修機会を提供するとともに，その成果を入学後の学位取得にもつなげる

ことができるよう，教育課程のモジュール化や学内単位バンクの整備等の取

組も考えられること。（専門職大学設置基準第18条第２項，第21条，第26条

第３項及び第27条／専門職短期大学設置基準第15条第２項，第18条，第23条

第３項及び第24条関係）

（２）教育課程の編成方針について

専門職大学等の教育は，理論と実務を架橋した教育により，実践的かつ創

造的・応用的な能力を育成・展開させるものであること。各専門職大学等に

おいては，産業界等との密接な連携を図りつつ，そのための教育課程を開発

・実施し，不断の見直しを行っていくことが求められること。専門職大学設

置基準第10条第４項及び専門職短期大学設置基準第７条第４項に規定する

「適切な体制」の整備としては，授業科目の開発等に関する担当組織を設け

ることや，教育内容・方法の開発等に経験・実績のある教員等を配置するこ

となどが考えられること。

（専門職大学設置基準第10条／専門職短期大学設置基準第７条関係）
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（３）教育課程連携協議会について

① 教育課程連携協議会の設置形態については，一の専門職大学等に一の教育

課程連携協議会を設ける形のほか，分野や学部等の別により複数の教育課程

連携協議会を設ける形が考えられること。なお，設置基準上の教育課程連携

協議会であることが学内規程等により明らかにされていれば，その名称は，

必ずしも「教育課程連携協議会」としなくとも差し支えないこと。

② 教育課程連携協議会の構成については，専門職大学設置基準第11条第２項

及び専門職短期大学設置基準８条第２項の各号（第５号を除く。）に規定す

る構成員をそれぞれ１名以上含むものとし，その構成員の過半数は，当該専

門職大学等の教職員以外の者とすることを基本とすること。

③ 専門職大学設置基準第11条第２項第２号及び専門職短期大学設置基準第８

条第２項第２号の「当該専門職大学／専門職短期大学の課程に係る職業に就

いている者又は当該職業に関連する事業を行う者による団体」は，主として

職能団体や事業者団体を想定したものであるが，専攻分野の特性により，当

該職業に就いている者又は当該職業に関連する事業を行う者による研究団体

なども含み得ること。

④ 教育課程連携協議会は，産業界等との連携による教育課程の編成・実施に

関する基本的な事項や，その実施状況の評価に関する事項を審議するもので

あること。専門職大学等においては，教育研究機関としての自律性を確保し

つつ，産業界等と連携した教育を推進することが求められており，学位授与

や教育課程編成，教員業績審査等の専門的な事項については教授会が審議す

ること等を踏まえつつ，教育課程連携協議会が，他の審議機関との適切な役

割分担を図りながら，積極的な機能を果たすことを期待されるものであるこ

と。

（専門職大学設置基準第11条／専門職短期大学設置基準第８条関係）

（４）授業科目について

① 開設すべき授業科目として定めた基礎科目，職業専門科目，展開科目及び

総合科目は，それら全体の履修を通じ，これからの社会で求められる実践的

かつ創造的な専門職業人材を養成することを目指すものであること。理論に

も裏付けられた実践力の育成に加え，特定の職業における専門性に留まらな

い分野全般への精通や，関連する他分野への展開，生涯にわたる資質向上の

ための基礎の涵養など，幅広い能力の育成を図ることを旨とするものである

こと。

② 基礎科目は，社会的・職業的自立を図るために必要な能力に加え，生涯に

わたり自らの資質を向上させるために必要な能力を育成することを目的とす

るものであり，例えば，ＩＣＴ，外国語など，様々な職種を通じたキャリア

アップの基礎となるリテラシー科目等が，その内容として考えられること。

③ 職業専門科目は，特定の職業（職種）において必要とされる理論的かつ実

践的な能力に加え，当該職業の分野（例えば，観光分野，農業分野，情報分
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野など）についてその分野全般にわたり必要な能力を育成することを目的と

するものであり，実習等の充実を図りつつ，理論と実践にわたる授業科目を

バランスよく配当する必要があること。

④ 展開科目は，専攻する特定の職業分野に関連する他分野の応用的な能力で

あって，当該職業の分野において創造的な役割を果たすために必要なものを

育成することを目的としており，例えば，専門技能等を活かした開業や新た

な事業展開を図る際に必要となる経営等の知識や，連携・協働が進む隣接他

分野の職業に関する知識等を学ぶ科目などが，その内容として考えられるこ

と。

⑤ 総合科目は，修得した知識・技能等を総合し，実践的かつ応用的な能力を

総合的に高めることを目的とするものであり，卒業・修了を前に，それまで

の授業等で身に付けた知識・技能等を統合し，真の課題解決力・創造力に結

び付けるための総合的な演習科目等が，その内容として考えられること。

⑥ なお，各専門職大学等の教育課程においては，その教育の目的に応じ，こ

れら４種類の授業科目以外の授業科目を開設することも可能であること。各

専門職大学等においては，これらの授業科目の開設を通じ，学生の主体的な

学修を促す教育活動の展開を図ることが期待されること。

（専門職大学設置基準第12条及び第13条／専門職短期大学設置基準第９条及

び第10条関係）

（５）同時に授業を行う学生数について

① 専門職大学等の教育課程の特性に鑑み，実習等をはじめとした実践的な職

業教育の授業を効果的に実施できるよう，一の授業科目について同時に授業

を行う学生数は，原則として，40人以下としたこと。

② 40人を超える学生数での授業が認められるケースとしては，例えば，著名

な講師を招き，その講義を複数の学科等の学生に同時に聴講させる場合など

で，教育上必要があり十分な効果をあげられる場合が考えられること。

（専門職大学設置基準第17条／専門職短期大学設置基準第14条関係）

（６）入学前の実務の経験を通じた実践的な能力修得に対する単位認定について

① 入学前の実務の経験を通じた実践的な能力修得に対する単位認定について

「文部科学大臣が別に定めるところ」としては，「専門職大学に関し必要な

事項を定める件（文部科学省告示第109号）」第４条及び「専門職短期大学に

関し必要な事項を定める件（文部科学省告示第110号）」第４条において，対

象となる授業科目，単位を与えられる者及び単位を与える方法を定めている

こと。

② 当該単位認定を受けた者については，学校教育法第88条の２及び学校教育

法施行規則第146条第1項の規定に基づき，専門職大学等の定めるところによ

り，修業年限の通算を認められるものともなり得ること。

（専門職大学設置基準第26条第３項／専門職短期大学設置基準第23条第３項

関係）
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（７）専門職大学等の卒業の要件及び専門職大学の前期課程修了の要件について

卒業・修了要件について設置基準で定めた単位数は，各授業科目等におい

て修得すべき最少の単位数であること。各専門職大学等では，単位制度の趣

旨に沿い，個々の授業科目について十分な学習量を確保すること（単位制度

の実質化）に留意した上で，これらを超える単位数を卒業・修了要件に位置

付けることが可能であること。例えば，専門職大学にあっては，卒業に必要

な単位数を124単位以上，開設すべき授業科目の単位数の合計を104単位以上

（基礎科目20単位以上，職業専門科目60単位以上，展開科目20単位以上及び

総合科目４単位以上）としており，その差分については，各専門職大学等の

教育の目的に応じ，いずれかの単位数を増やす，又はこれら以外の授業科目

を開設することにより修得させるものとすること。

（専門職大学設置基準第29条及び第30条／専門職短期大学設置基準第26条関

係）

（８）臨地実務実習及び連携実務演習等について

① 臨地実務実習及び連携実務演習等の開設に関し「文部科学大臣が別に定め

るところ」としては，「専門職大学に関し必要な事項を定める件」第５条及

び「専門職短期大学に関し必要な事項を定める件」第５条において，実施計

画の作成や当該実施計画に記載すべき事項，指導員の配置や当該指導員の要

件等に関する事項を定めていること。

② 臨地実務実習については，学生を企業等の事業者の実務に従事させるもの

であることから，その実施方法や管理，手当等の実態によっては，実習先事

業者と学生の間に使用従属関係が認められ，労働関係法令が適用される場合

もあることに留意が必要であること。労働関係法令の適用の有無や適用され

る場合の遵守すべき事項等については，今後，厚生労働省と協議して指針を

作成し，公表する予定であること。

③ なお，臨地実務実習の実習場所（「企業その他の事業者の事業所又はこれ

に類する場所」）については，企業等の学外の事業者の施設のほか，当該専

門職大学等の附属施設であっても，専攻に係る職業等の事業を営む事業者と

しての運営がなされているものは，これに含み得ること。

（専門職大学設置基準第29条第１項第４号／専門職短期大学設置基準第26条

第１項第４号関係）

（９）専任教員について

① 専門職大学設置基準第34条第２項及び専門職短期大学設置基準第31条第２

項の「専ら」とは，専任教員が当該専門職大学等における教育研究活動を本

務とし，これに従事する時間の割合などが，他に従事する業務などと比べて

著しく高いことを想定していること。

② 専門職大学設置基準第34条第３項及び専門職短期大学設置基準第31条第３

項の「教育研究に支障がない」とは，教員本人の勤務形態とともに，当該専
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門職大学等の教員組織全体の状況などに照らし，当該専門職大学等における

教育研究の遂行に支障がないことを想定していること。同項による専任教員

の占める割合が過度に高くなることにより，専門職大学等における教育研究

の遂行に支障が生じる場合も想定されること，また，同項はあくまで第２項

で定める専任教員の例外を定めるものであることから，第３項による専任教

員の割合は，この趣旨を踏まえて適正なものとなるよう留意すること。

（専門職大学設置基準第34条／専門職短期大学設置基準第31条関係）

（10）実務の経験等を有する専任教員について

① 専門職大学等においては，理論と実務の架橋を図り，実践的な教育を行う

観点から，必要専任教員数のおおむね４割以上は，「専攻分野におけるおお

むね５年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を有する者」

（いわゆる「実務家教員」）としたこと。さらに当該必要とされる実務家専

任教員数の２分の１以上は，実務の経験等に加え，大学等での教員歴，修士

以上の学位，企業等での研究上の業績のいずれかを有する者（いわゆる「研

究能力を併せ有する実務家教員」）としたこと。

② 実務家教員の「実務の能力」については，保有資格，実務の業績，実務を

離れた後の年数等により，その適格を判断されるものであること。実務を離

れた後の年数については，おおよその目安として，実務を離れてから５年か

ら10年以内であることが望ましく，実務を離れる前の実務経験の長さも考慮

されること。

③ 研究能力を併せ有する実務家教員のうち「企業等に在職し，実務に係る研

究上の業績を有する者」については，研究業績として，著書，論文等の学術

上の業績を必ずしも求めるものではなく，実務上の実践知識を形式知化，あ

るいは構造化・理論化し，様々な形で発表した業績などが含まれること。

④ ①により必要とされる実務家専任教員数の２分の１の範囲内は，いわゆる

「みなし専任教員」として，「１年につき６単位以上の授業科目を担当し，

かつ，教育課程の編成その他の学部／学科の運営について責任を負う者」で

足りることとしたこと。ここにいう「教育課程の編成」については担当する

授業科目の教育内容，単位認定などに責任を有すること等が，「学部／学科

の運営」については教授会等への出席など，組織の運営に責任をもって関与

すること等が，一般的に求められること。

⑤ 「みなし専任教員」については，企業等の現場で現に取り扱われている生

きた知識・技能等を教授していく上で，その役割が期待されるものであり，

（８）②の専任教員（大学等以外の業務をもつ専任教員）と同様，教育研究

水準の維持・確保に考慮しつつ，適切な活用を図られたいこと。

（専門職大学設置基準第36条／専門職短期大学設置基準第33条関係）

（11）空地及び体育館その他のスポーツ施設について

① 専門職大学等においては，空地を校舎の敷地に有し，体育館その他のスポ

ーツ施設を備えることを原則とすること。特に，20歳前後の学生の人格形成
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を促す上では，多様な活動を可能とする空間を確保するという観点が一層求

められること。

② 「法令の規定による制限その他のやむを得ない事由」により，空地を校舎

の敷地に有しない場合及び，体育館等を設けない場合とは，例えば，民間企

業等の施設が集積し，既に高度に土地が利用されていること等の理由によ

り，空地や体育館等を設けるために必要な土地の確保が，物理的に事実上困

難であることや，土地の取得に関して法令の制限があることなど，客観的に

見てやむを得ない事由がある場合であること。

③ 空地の代替措置については，授業の空き時間により一時的に使用されてい

ない教室の提供ではなく，学生が常時使用可能な，休息，交流等のための専

用の設備を備えるものとし，できる限り開放的で，余裕のある空間を確保す

る必要があること。

④ 体育館等の代替措置については，やむを得ず公共又は民間の運動施設を学

生の利用に供する場合においても，当該専門職大学等に修学する学生の特性

に応じて，学生が希望する球技等の様々な運動ができるよう配慮すること。

「経済的負担の軽減」については，体育館等を自ら備える場合と同等の環境

を確保できるよう，学生の利用料等負担を無料とすることが望ましく，やむ

を得ない場合には，これに準ずるようできる限り低廉な価格にするなど，十

分な軽減を図ること。

（専門職大学設置基準第43条及び第44条／専門職短期大学設置基準第40条及

び第41条関係）

（12）校地の面積について

① 校地の面積について，必要とされる面積は，原則として，収容定員上の学

生１人当たり10平方メートルとして算定した面積としたこと。

②「その場所に立地することが教育上特に必要」な場合とは，例えば，臨地実

務実習の円滑な実施や実務家教員の確実な確保等のために，専門職大学等を

特定の場所に立地させることが特に必要である場合をいうこと。

③ 「やむを得ない事由により所要の土地を確保することが困難」であるため

基準面積を確保できない場合とは，例えば，専門職大学等の立地場所の周辺

に民間企業等の施設が集積し，既に高度に土地が利用されていること等の理

由により，設置基準に定める面積の確保が物理的に事実上困難であること

や，土地の取得に関して法令の制限があること等といった，客観的に見てや

むを得ない事由がある場合をいうこと。

④ 「教育上支障のない限度」とは，例えば，当該校地に必要な面積基準を満

たす校舎が備えられるとともに，休息や交流等学生の多様な活動を可能とす

る空間が確保され，教育課程の編成・実施や厚生補導の実施等を図る上で支

障のない範囲のものであることをいうこと。

（専門職大学設置基準第46条／専門職短期大学設置基準第44条関係）

（13）校舎の面積について
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① 専門職大学設置基準別表第２イの表第５号及び専門職短期大学設置基準別

表第２イの表第５号の規定により，これらの表に定める面積を減ずることが

できる場合として，「（専門職大学設置基準）第29条第１項第４号／（専門

職短期大学）第26条第１項第４号に規定する卒業に必要な臨地実務実習を実

施するに当たり，実験・実習室その他の実習に必要な施設の一部を企業等の

事業者の施設の使用により確保する場合」及び「その他の相当の事由がある

と認められる場合」を規定したこと。

② 臨地実務実習に必要な施設を事業者の施設の使用により確保する場合の減

算については，設置基準上も必修化された臨地実務実習（20単位分又は10単

位若しくは15単位分）を実施するための施設が事業者から継続的・安定的に

供用され，かつ，当該施設を含め，全授業科目の授業を実施する上で必要な

施設設備が整っていることを条件として，事業者の施設における主な実習場

所の面積に相当する面積を，必要校舎面積から減ずることを認めることとす

ること。なお，これにより減ずることができる面積は，別表第２に定める面

積の15パーセントまでとすること。

③ 「その他の相当の事由があると認められる場合」の減算は，さらに，産業

界等との密接な連携，社会人学生の受入れなどの専門職大学等の特色に鑑

み，必要校舎面積を減ずることを認めるものであり，例えば，設置基準上必

修化された臨地実務実習以外の実習を校外で行う場合に，校外施設の確保の

状況に応じて必要校舎面積を減ずること等が考えられること。これにより，

②の減算に加え，別表第２に定める面積の５パーセントまでをさらに減ずる

ことができることとすること。

（専門職大学設置基準第47条及び別表第２／専門職短期大学設置基準第45条

及び別表第２関係）

（14）その他

① その他専門職大学設置基準（第24条第２項を除く。）及び専門職短期大学

設置基準（第21条第２項を除く。）の規定において「別に定めるところ」に

よることとされている事項については，「専門職大学に関し必要な事項を定

める件」第１条から第３条まで及び第６条から第９条まで並びに「専門職短

期大学に関し必要な事項を定める件」第１条から第３条まで及び第６条から

第９条までの規定により，大学設置基準及び短期大学設置基準の相当の規定

に基づく関係告示を準用することとしたこと。

② 専門職大学設置基準第24条第２項及び専門職短期大学設置基準第21条第２

項の規定により，外国の大学等の課程を有するものとして当該外国の学校教

育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定

するものについては，「外国の大学，大学院又は短期大学の課程を有するも

のとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設の指定等

に関する規程（平成16年文部科学省告示第176号）」を改正して，同告示の規

定を専門職大学等にも適用する予定であること。

③ その他専門職大学設置基準又は専門職短期大学設置基準の規定の解釈，留
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意事項等については，必要に応じ，大学設置基準又は短期大学設置基準の相

当規定に関する通知を参照されたいこと。

第四 専門職大学に関し必要な事項を定める件（平成29年文部科学省告示第109

号）及び専門職短期大学に関し必要な事項を定める件（平成29年文部科学省告

示第110号）

１ 専門職大学に関し必要な事項を定める件の制定

告示の概要

（１）入学前の実務の経験を通じ実践的な能力を修得した者に対する単位認定に

関する事項

専門職大学設置基準第26条第３項に規定する入学前の実務の経験を通じた

実践的な能力の修得を授業科目の履修とみなして行う単位の授与は，次の表

の左欄に掲げる授業科目について，同表の中欄に掲げる者に対し，それぞれ

同表の右欄に掲げる方法によって行うものとしたこと。ただし，与えること

のできる単位数は，同表の各項の方法により与える単位数を合わせて30単位

を超えないものとしたこと。（第４条）

授業科目 単位を与えられる者 単位を与える方法

職業専門 専門性が求められる職業に係る実 中欄に掲げる者の申出によ

科目及び 務の経験を有し，かつ，法令の規 り，その者が修得していると

展開科目 定に基づく職業資格又は次に掲げ 認められる実践的な能力を修

る実務の能力に関する審査におけ 得させることとしている授業

る成果（当該専門職大学において 科目について，当該授業科目

専門職大学の教育に相当する水準 に係る単位を30単位を超えな

を有すると認めたものに限る。） い範囲で与える。

を有することにより，当該専門職

大学の授業科目において修得させ

ることとしている実践的な能力と

同等以上の能力を修得していると

認められる者

① 法令の規定に基づく技能検

定，技能審査その他の実務の

能力に関する審査

② ①に掲げるもののほか，①

の審査と同等以上の社会的評

価を有する実務の能力に関す

る審査であって，次に掲げる

要件を備えたもの

ア 審査を行う者が国，地方

公共団体，独立行政法人そ

の他の公益的法人であるこ

と
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イ 審査の内容が，学校教育

法第83条の２第１項に規定

する専門職大学の目的に照

らして適切なものであるこ

と

ウ 審査が全国的な規模にお

いて，毎年１回以上行われ

るものであること

エ 審査の実施の方法が，適

切かつ公正であること

臨地実務 専門性が求められる職業に係る実 中欄に掲げる者の申出によ

実習 務の経験を有し，かつ，当該職業 り，その者が修得していると

における実務上の業績を有するこ 認められる実践的な能力を修

とにより，当該専門職大学の授業 得させることとしている授業

科目において修得させることとし 科目について，当該授業科目

ている実践的な能力と同等以上の に係る単位を20単位を超えな

。能力を修得していると認められる い範囲で与える

者

（２）臨地実務実習及び連携実務演習等の開設に関する事項

ア 専門職大学設置基準第29条第１項第４号に規定する臨地実務実習に係る授

業科目の開設は，次に掲げるところにより行うものとしたこと。（第５条第

１項）

（ア）臨地実務実習施設の開設者又は管理者である事業者等と協議して臨地実

務実習の実施計画を作成し，当該実施計画に基づいて実施すること。

（イ）実施計画には，臨地実務実習施設における実習の内容，期間，一日当た

りの実習時間及び主たる実習場所，受け入れる学生の数，実習指導者の配

置，成績評価の基準及び方法，学生に対する報酬及び交通費支給等の取扱

い，実習中の災害補償及び損害賠償責任その他の臨地実務実習の実施に必

要な事項を記載すること。

（ウ）臨地実務実習施設には，実習内容，受け入れる学生の数等に応じ，必要

な数の実習指導者を置くこと。

（エ）実習指導者は，臨地実務実習に係る職業の分野に関する高い識見及び十

分な実務経験を有し，臨地実務実習の指導を行うために必要な能力を有す

ると認められる者であること。

（オ）巡回指導等の実施，定期的な報告の受理等により，臨地実務実習に係る

授業科目を担当する教員が臨地実務実習施設における実習の実施状況を十

分に把握できる体制を整えていること。

イ 専門職大学設置基準第29条第１項第４号に規定する連携実務演習等に係る

授業科目の開設は，次に掲げるところにより行うものとすること。（第５条

第２項）
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（ア）連携実務演習等の授業で取り組む課題は，連携先事業者における実務に

密接な関連を有するものとして連携先事業者が指定するものであって，学

生の探究的な学習活動が促されるものであること。

（イ）連携先事業者と協議して連携実務演習等の実施計画を作成し，当該実施

計画に基づいて実施すること。

（ウ）連携実務演習等の実施計画は，連携実務演習等の内容及び日程，演習等

指導者の指定，成績評価の基準及び方法，学生に対する報酬等の取扱いそ

の他の連携実務演習等の実施に必要な事項を記載すること。

（エ）連携先事業者において，演習等指導者を指定すること。

（オ）演習等指導者は，連携実務演習等に係る職業の分野に関する高い識見及

び十分な実務経験を有し，連携実務演習等の指導を行うために必要な能力を

有すると認められる者であること。

（３） その他必要な事項

次の表の左欄に掲げる事項については，同表右欄に掲げる告示の規定を準

用するものとしたこと。（第１条から第３条まで及び第６条から第９条まで）

事項 準用する告示

専門職大学設置基準第18条第２項の規 平成13年文部科学省告示第51号（大

定に基づき，専門職大学が履修させる 学設置基準第二十五条第二項の規定

ことができる授業等（多様なメディア に基づき，大学が履修させることが

を高度に利用して行う授業）に関する できる授業等について定める件）

事項

専門職大学設置基準第18条第４項の規 平成15年文部科学省告示第43号（大

定に基づき，専門職大学が授業の一部 学が授業の一部を校舎及び附属施設

を校舎及び附属施設以外の場所で行う 以外の場所で行う場合について定め

場合に関する事項 る件）

専門職大学設置基準第25条第1項の規 平成３年文部省告示第68号（大学設

定に基づき，専門職大学が単位を与え 置基準第二十九条第一項の規定によ

ることのできる学修（大学以外の教育 り，大学が単位を与えることのでき

施設等における学修）に関する事項 る学修を定める件）

専門職大学設置基準第66条第1項の規 平成26年文部科学省告示第164号（大

定に基づき，専門職大学が国際連携学 学が国際連携学科を設ける場合につ

科を設ける場合に関する事項 いて定める件）

専門職大学設置基準第67条第２項の規 平成26年文部科学省告示第168号（国

定に基づき，国際連携学科を設ける専 際連携学科を設ける大学が国際連携

門職大学が国際連携教育課程を編成 教育課程を編成し，及び実施するた

し，及び実施するために連携外国専門 めに連携外国大学と協議する事項に

職大学と協議する事項 ついて定める件）

専門職大学設置基準第73条の規定に基 平成20年文部科学省告示第103号（大

づき，専門職大学が外国に学部，学科 学が外国に学部，学科その他の組織

その他の組織を設ける場合に関する事 を設ける場合の基準）
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項

専門職大学設置基準第74条の規定に基 平成15年文部科学省告示第44号（大

づき，新たに専門職大学を設置する場 学設置基準第四十五条の規定に基づ

合の教員組織，校舎等の施設及び設備 き新たに大学等を設置し，又は薬学

の段階的な整備に関する事項 を履修する課程の修業年限を変更す

る場合の教員組織，校舎等の施設及

び設備の段階的な整備について定め

る件）

２ 専門職短期大学に関し必要な事項を定める件の制定

告示の概要

（１）入学前の実務の経験を通じ実践的な能力を修得した者に対する単位認定に

関する事項

専門職短期大学設置基準第23条第３項に規定する入学前の実務の経験を通

じた実践的な能力の修得を授業科目の履修とみなして行う単位の授与は，次

の表の左欄に掲げる授業科目について，同表の中欄に掲げる者に対し，それ

ぞれ同表の右欄に掲げる方法によって行うものとすること。ただし，与える

ことのできる単位数は，同表の各項の方法により与える単位数を合わせて，

修業年限が２年の専門職短期大学にあっては15単位，修業年限が３年の専門

職短期大学にあっては23単位（卒業要件の特例を適用する夜間３年制の専門

職短期大学にあっては15単位）を超えないものとすること。（第４条）

授業科目 単位を与えられる者 単位を与える方法

職業専門 専門性が求められる職業に係る実 中欄に掲げる者の申出によ

科目及び 務の経験を有し，かつ，法令の規 り，その者が修得している

展開科目 定に基づく職業資格又は次に掲げ と認められる実践的な能力

る実務の能力に関する審査におけ を修得させることとしてい

る成果（当該専門職短期大学にお る授業科目について，当該

いて専門職短期大学の教育に相当 授業科目に係る単位を，修

する水準を有すると認めたものに 業年限が２年の専門職短期

限る。）を有することにより，当 大学にあっては15単位を超

該専門職短期大学の授業科目にお えない範囲で，修業年限が

いて修得させることとしている実 ３年の専門職短期大学にあ

践的な能力と同等以上の能力を修 っては23単位（卒業要件の

得していると認められる者 特例を適用する夜間３年制

① 法令の規定に基づく技能検 の専門職短期大学にあって

定，技能審査その他の実務の は15単位）を超えない範囲

能力に関する審査 で与える。

② ①に掲げるもののほか，①

の審査と同等以上の社会的評

価を有する実務の能力に関す

る審査であって，次に掲げる
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要件を備えたもの

イ 審査を行う者が国，地方

公共団体，独立行政法人そ

の他の公益的法人であるこ

と

ロ 審査の内容が，学校教育

法第108条第４項に規定する

専門職短期大学の目的に照

らして適切なものであるこ

と

ハ 審査が全国的な規模にお

いて，毎年１回以上行われ

るものであること

ニ 審査の実施の方法が，適

切かつ公正であること

臨地実務 専門性が求められる職業に係る実 中欄に掲げる者の申出によ

実習 務の経験を有し，かつ，当該職業 り，その者が修得している

において実務上の業績を有するこ と認められる実践的な能力

とにより，当該専門職短期大学の を修得させることとしてい

授業科目において修得させること る授業科目について，当該

としている実践的な能力と同等以 授業科目に係る単位を，修

上の能力を修得していると認めら 業年限が２年の専門職短期

れる者 大学にあっては10単位を超

えない範囲で，修業年限が

３年の専門職短期大学にあ

卒業要件のっては15単位（

特例を適用する夜間３年制の

にあっては専門職短期大学

10単位）を超えない範囲で

与える。

（２）臨地実務実習及び連携実務演習等の開設に関する事項

ア 専門職短期大学設置基準第26条第１項第４号に規定する臨地実務実習に係

る授業科目の開設は，次に掲げるところにより行うものとすること。（第５

条第１項）

（ア）臨地実務実習施設の開設者又は管理者である事業者等と協議して臨地実

務実習の実施計画を作成し，当該実施計画に基づいて実施すること。

（イ）実施計画には，臨地実務実習施設における実習の内容，期間，一日当た

りの実習時間及び主たる実習場所，受け入れる学生の数，実習指導者の配

置，成績評価の基準及び方法，学生に対する報酬及び交通費支給等の取扱

い，実習中の災害補償及び損害賠償責任その他の臨地実務実習の実施に必



- -47

要な事項を記載すること。

（ウ）臨地実務実習施設には，実習内容，受け入れる学生の数等に応じ，必要

な数の実習指導者を置くこと。

（エ）実習指導者は，臨地実務実習に係る職業の分野に関する高い識見及び十

分な実務経験を有し，臨地実務実習の指導を行うために必要な能力を有す

ると認められる者であること。

（オ）巡回指導等の実施，定期的な報告の受理等により，臨地実務実習に係る

授業科目を担当する教員が臨地実務実習施設における実習の実施状況を十

分に把握できる体制を整えていること。

イ 専門職短期大学設置基準第26条第１項第４号に規定する連携実務演習等に

係る授業科目の開設は，次に掲げるところにより行うものとすること。（第

５条第２項）

（ア）連携実務演習等の授業で取り組む課題は，連携先事業者における実務に

密接な関連を有するものとして連携先事業者が指定するものであって，学

生の探究的な学習活動が促されるものであること。

（イ）連携先事業者と協議して連携実務演習等の実施計画を作成し，当該実施

計画に基づいて実施すること。

（ウ）連携実務演習等の実施計画は，連携実務演習等の内容及び日程，演習等

指導者の指定，成績評価の基準及び方法，学生に対する報酬等の取扱いそ

の他の連携実務演習等の実施に必要な事項を記載すること。

（エ）連携先事業者において，演習等指導者を指定すること。

（オ）演習等指導者は，連携実務演習等に係る職業の分野に関する高い識見及

び十分な実務経験を有し，連携実務演習等の指導を行うために必要な能力

を有すると認められる者であること。

（３） その他必要な事項

次の表の左欄に掲げる事項については，同表右欄に掲げる告示の規定を準

用するものとすること。（第１条から第３条まで及び第６条から第９条まで）

事項 準用する告示

専門職短期大学設置基準第15条第２ 平成13年文部科学省告示第52号（短

項の規定に基づき，専門職短期大学が 期大学設置基準第十一条第二項の規

履修させることができる授業等（多様 定に基づき，短期大学が履修させる

なメディアを高度に利用して行う授 ことができる授業等について定める

業）に関する事項 件）

専門職短期大学設置基準第15条第４項 平成15年文部科学省告示第51号（短

の規定に基づき，専門職短期大学が授 期大学が授業の一部を校舎及び附属

業の一部を校舎及び附属施設以外の場 施設以外の場所で行う場合について

所で行う場合に関する事項 定める件）

専門職短期大学設置基準第22条第1項 平成３年文部省告示第69号（短期大

の規定に基づき，専門職短期大学が単 学設置基準第十五条第一項の規定に

位を与えることのできる学修（専門職 より，短期大学が単位を与えること
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短期大学又は大学以外の教育施設等に のできる学修を定める件）

おける学修）に関する事項

専門職短期大学設置基準第63条第1項 平成26年文部科学省告示第166号（短

の規定に基づき，専門職短期大学が国 期大学が国際連携学科を設ける場合

際連携学科を設ける場合に関する事項 について定める件）

専門職短期大学設置基準第64条第２項 平成26年文部科学省告示第170号（国

の規定に基づき，国際連携学科を設け 際連携学科を設ける短期大学が国際

る専門職短期大学が国際連携教育課程 連携教育課程を編成し，及び実施す

を編成し，及び実施するために連携外 るために連携外国短期大学と協議す

国専門職短期大学と協議する事項 る事項について定める件）

専門職短期大学設置基準第70条の規定 平成20年文部科学省告示第105号（短

に基づき，専門職短期大学が外国に学 期大学が外国に学科その他の組織を

科その他の組織を設ける場合に関する 設ける場合の基準）

事項

専門職短期大学設置基準第72条の規定 平成15年文部科学省告示第52号（短

に基づき，新たに専門職短期大学を設 期大学設置基準第三十七条の規定に

置する場合の教員組織，校舎等の施設 基づき新たに短期大学等を設置し，

及び設備の段階的な整備に関する事項 又は薬学を履修する課程の修業年限

を変更する場合の教員組織，校舎等

の施設及び設備の段階的な整備につ

いて定める件）

３ 留意事項

（１）入学前の実務の経験を通じ実践的な能力を修得した者に対する単位認定に

ついて

① 専門職大学設置基準第26条第３項又は専門職短期大学設置基準第23条第３

項の規定により単位を与えられる者は，実務の経験を通じた実践的な能力の

修得により，当該専門職大学等の授業科目で修得させる能力と同等以上の能

力を既に有していると認められる者であり，その修得した能力に関し，職業

資格・技能検定等による客観的な証明があるものについては職業専門科目及

び展開科目に係る単位を，それ以外のものについては，専門職における相当

の実務業績が認められることにより，臨地実務実習に係る単位を与えること

が可能となること。当該単位の授与は，専門職大学等の定めるところにより

行うものとしており，これを行う専門職大学等においては，単位を与えるこ

とのできる授業科目の名称や，求める職業資格・技能検定等又は実務業績に

ついて，予め明示しておくことが望ましいこと。

② 単位を与えることができるのは，当該職業資格・技能検定等又は職業実務

業績から認められる能力が，その内容及び水準において，当該授業科目で修

得させる能力以上と認められる場合であること。各専門職大学等において

は，当該国家資格・技能検定等が証明する能力又は当該職業の職務範囲，従

事した実務の困難性等から認められる能力の内容・水準が，当該授業科目の
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到達目標等に照らして十分であるかを適切に判断の上，単位認定を行うこ

と。

（２）臨地実務実習及び連携実務演習等について

① 臨地実務実習の実施に当たっては，座学で学んだ知識・技能を定着，発展

させるなど，授業科目としての効果を十分に担保するよう，受入先事業者と

も十分協議し，その実施内容・方法等を適切に定めること。

② 連携実務演習等については，臨地実務実習に代替するものであり，企業等

の実務上の課題に取り組む課題解決型の授業科目としての効果を十分に担保

するよう，連携先事業者と十分協議し，その実施内容・方法等を適切に定め

ること。

③ 臨地実務実習及び連携実務演習等の実施計画で定めるべき「その他の臨地

実務実習／連携実務演習等の実施に必要な事項」としては，例えば，臨地実

務実習及び連携実務演習等の成果として生じた知的財産権等の帰属に関する

事項などが考えられること。

第五 学校教育法施行規則等の一部を改正する省令（平成29年文部科学省令第35

号）

１ 学校教育法施行規則の一部改正

（１）改正の概要

①専門職大学等の設備，編制，学部及び学科

専門職大学等の設備，編制，学部及び学科に関する事項，教員の資格に関

する事項その他専門職大学等の設置に関する事項は，専門職大学設置基準及

び専門職短期大学設置基準の定めるところによることとしたこと。（第142条

第２項及び第５項）

②実務経験を通じて修得した実践的な能力を勘案した修業年限の通算の要件及

び通算することのできる期間

ア 法第88条の２に規定する実務経験を通じて修得した実践的な能力を勘案

した修業年限の通算は，専門職大学等の定めるところにより，当該職業を

担うための実践的な能力（当該専門職大学等で修得させることとしている

ものに限る。）の修得を授業科目の履修とみなして単位を与えられた者に

対し，与えられた当該単位数，その修得に要した期間その他専門職大学等

が必要と認める事項を勘案して行うものとしたこと。（第146条の２第１

項）

イ 法第88条の２ただし書の規定に基づき文部科学大臣が定める期間の定め

として，専門職大学等が定める修業年限に通算することのできる期間は，

当該専門職大学等の修業年限の４分の１を超えてはならないこととしたこ

と。（第146条の２第２項）

③認証評価機関が存在しない場合等の代替措置

法第109条第３項に規定する分野別認証評価について，認証評価を行う認証

評価機関が存在しない場合その他特別の事由がある場合における代替措置と
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して，同項ただし書に規定する文部科学大臣の定める措置は，次に掲げるい

ずれかの措置としたこと。

ア 専門職大学等が，外国に主たる事務所を有する法人等であって，当該専

門職大学等の課程に係る分野について評価を行うもののうち，適正な評価

を行うと国際的に認められたものとして文部科学大臣が指定した団体か

ら，教育課程等の状況について定期的に評価を受け，その結果を公表する

とともに，文部科学大臣に報告すること。（第167条第１号）

イ 専門職大学等が，教育課程等の状況について，当該専門職大学等の課程

に係る分野に識見を有する者による検証を定期的に行い，その結果を公表

するとともに，文部科学大臣に報告すること。（第167条第２号）

④教育研究活動等の状況についての情報の公表

専門職大学等及び専門職大学院を置く大学にあっては，大学及び短期大学

に求められている情報の公表に加え，専門性が求められる職業に関連する事

業を行う者等との協力の状況についての情報を公表するものとしたこと。

（第172条の２第２項）

⑤その他

その他所要の規定の整備を行ったこと。

（２）留意事項

① 分野別認証評価機関が存在しない場合等の代替措置のうち，学校教育法施

行規則第167条第２号に定める措置については，制度創設当初の経過的な措置

として，これによる代替を可能としたものであること。専門職大学等の設置

に当たっては，このことを踏まえ，分野別認証評価の受審の在り方について

適切に検討する必要があること。認証評価機関が存在しない分野においても

認証評価機関の創設に向けた関係者の取組が推進されるよう，専門職大学等

による積極的な協力が望まれること。

② 学校教育法施行規則第172条の２第２項に規定する関連事業者等との協力の

状況についての情報公表の内容としては，教育課程連携協議会（専門職大学

設置基準第11条，専門職短期大学設置基準第８条，専門職大学院設置基準第

６条の２）の審議状況等に関する情報が考えられること。

③ 法第109条第１項に基づく自己点検・評価の結果の公表を含め，専門職大学

等における情報の公表に当たっては，教育研究活動等の状況について，でき

る限り客観的な指標を採り入れる等により，産業界等をはじめとしたステー

クホルダーに対し分かりやすく明示していくことが必要であること。

２ 学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を

定める省令の一部改正

（１）改正の概要

①専門職大学等に係る大学評価基準についての認証の基準の細目

文部科学大臣が認証評価機関を認証する際の基準の適用の細目として，認

証評価機関が定める大学評価基準が，専門職大学に係るものにあっては専門
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職大学設置基準に，専門職短期大学に係るものにあっては専門職短期大学設

置基準に，それぞれ適合していることが必要である旨を定めたこと。（第１

条第１項）

②分野別認証評価に係る認証評価機関の認証の基準の細目

ア 大学評価基準に定めるべき事項の追加

分野別認証評価を行う認証評価機関が大学評価基準に定めるべき事項と

して，教育課程連携協議会に関すること及び学修成果に関すること（進路

に関することを含む。）を追加したこと。（第１条第３項第１号）

イ 評価における関係者の参画

分野別認証評価における評価方法には，高等学校，地方公共団体等の関

係者からの意見聴取に加え，関連職業団体関係者等の意見聴取が含まれて

いることが必要である旨を定めたこと。（第１条第３項第２号）

ウ 大学評価基準の設定・変更に当たっての意見聴取

分野別認証評価に係る大学評価基準の設定又は変更に当たっては，関連

職業団体関係者等の意見聴取を行うことが必要である旨を定めたこと。

（第１条第３項第３号）

（２）留意事項

改正後の第１条第３項に規定する分野別認証評価に係る認証評価機関の認証

の基準の細目については，専門職大学等の分野別認証評価に加え，専門職大学

院を置く大学の分野別認証評価についても同様に適用があるものであること。

３ 専門職大学院設置基準の一部改正

（１）改正の概要

①教育課程の編成方針

専門職大学院における教育課程の編成方針として，産業界等との連携によ

る授業科目の開設や，専攻に係る職業を取り巻く状況を踏まえた授業科目の

開発，当該状況の変化に対応した教育課程の構成等の不断の見直し，そのた

めの適切な体制の整備等に関する事項を追加したこと。（第６条）

（２）教育課程連携協議会

① 専門職大学院は，産業界等との連携により，教育課程を編成し，及び円滑

かつ効果的に実施するため，教育課程連携協議会を設けるものとしたこと。

（第６条の２第１項）

② 教育課程連携協議会は，次の者をもって構成するものとしたこと。ただ

し，専攻分野の特性その他の当該専門職大学院における教育の特性により適

当でないと認められる場合は，（ウ）の者を置かないことができるものとし

たこと。

ア 学長又は当該専門職大学院に置かれる研究科の長が指名する教員その他

の職員（第６条の２第２項）

イ 当該専門職大学院の課程に係る職業に就いている者又は当該職業に関連

する事業を行う者による団体のうち，広範囲の地域で活動するものの関係
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者であって，当該職業の実務に関し豊富な経験を有する者（第６条の２第

２項第２号）

ウ 地方公共団体の職員，地域の事業者による団体の関係者その他の地域の

関係者（第６条の２第２項第３号）

エ 当該専門職大学院を置く大学の教員その他の職員以外の者であって学長

等が必要と認める者（第６条の２第２項第４号）

③ 教育課程連携協議会は，次に掲げる事項について審議し，学長等に意見を

述べるものとしたこと。（第６条の２第３項）

ア 産業界等との連携による授業科目の開発及び開設その他の教育課程の編

成に関する基本的な事項

イ 産業界等との連携による授業の実施その他の教育課程の実施に関する基

本的な事項及びその実施状況の評価に関する事項

（２）留意事項

① 教育課程連携協議会の設置形態については，一の専門職大学院に一の教育

課程連携協議会を設ける形のほか，分野や専攻等の別により複数の教育連携

協議会を設ける形が考えられること。なお，既にいわゆるアドバイザリーボ

ード等の組織を設けている専門職大学院においては，当該既存の組織を活用

しつつ，設置基準に定める構成等の条件を整えることにより対応することと

して差し支えないこと。また，設置基準上の教育課程連携協議会であること

が学内規程等により明らかにされていれば，その名称は必ずしも「教育課程

連携協議会」としなくとも差し支えないこと。

② 教育課程連携協議会の構成については，専門職大学院設置基準第６条の２

第２項第１号から第３号まで（同項ただし書に規定する場合にあっては第６

条の２第２項第１号及び第２号）の構成員をそれぞれ１名以上含むものと

し，その構成員の過半数は，当該大学の教職員以外の者とすることを基本と

すること。

③ 専門職大学院設置基準第６条の２第２項第２号の「当該専門職大学院の課

程に係る職業に就いている者又は当該職業に関連する事業を行う者による団

体」は，主として職能団体や事業者団体を想定したものであるが，専攻分野

の特性により，当該職業に就いている者又は当該職業に関連する事業を行う

者による研究団体なども含み得ること。

④ 専門職大学院設置基準第６条の２第２項第３号に掲げる者を置かないこと

ができる「当該専門職大学院における教育の特性により適当でないと認めら

れる場合」としては，当該専門職大学院が専ら国際的に通用する高度で専門

的な知識・能力を涵養することを目的としている場合が想定されること。

⑤ 教育課程連携協議会は，産業界等との連携による教育課程の編成・実施に

関する基本的な事項や，その実施状況の評価に関する事項を審議するもので

あり，教授会その他の審議機関との適切な役割分担により，教育研究機関と

しての自律性を確保しつつ，産業界等と連携した教育の推進に向け積極的な

機能を果たすことが期待されるものであること。
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４ 学位規則の一部改正

（１）改正の概要

①専門職大学が行う学位の授与

ア 法第104条第２項に規定する専門職大学を卒業した者に対し授与する文部

科学大臣の定める学位は，「学士（専門職）」としたこと。（第２条の

２）

イ 法第104条第２項に規定する専門職大学の前期課程を修了した者に対し授

与する文部科学大臣の定める学位は，「短期大学士（専門職）」としたこ

と。（第２条の３第２項）

②専門職短期大学が行う学位の授与

法第104条第６項に規定する専門職短期大学を卒業した者に対し授与する文

部科学大臣の定める学位は，「短期大学士（専門職）」としたこと。（第５

条の５）

③その他

その他所要の改正を行ったこと。

（２）留意事項

① 各専門職大学等において「学士（専門職）」又は「短期大学士（専門

職）」の学位を授与する際には，「○○学士（専門職）」，「○○短期大学

士（専門職）」のように，適切な専攻分野の名称を「学士（専門職）」，

「短期大学士（専門職）」の前に付記するものとすること。付記する専攻分

野の名称については，修めた課程の特徴をより明確に表すよう，学問分野で

はなく職業・産業分野の名称を付すことを基本とすること。

② なお，現在，中央教育審議会では「我が国の高等教育に関する将来構想に

ついて（平成29年３月6日諮問）」の審議の中で，学位等の国際通用性の確保

に関する課題への対応についての検討を進めているところであるが，専門職

大学等の学位についても国際通用性の確保は特に重要であり，専門職大学等

を設置しようとする者にあっては，付記する専攻分野の名称について，同様

の内容を提供する国内外の他の学位プログラムとも共通性のある名称を用い

るなど，分かりやすく，通用性のあるものとする観点から，十分な検討を行

うこと。

第六 学位の種類及び分野の変更等に関する基準の一部を改正する告示（平成29

年文部科学省告示第111号）

（１）改正の概要

大学（専門職大学を含む。）の学部等又は短期大学（専門職短期大学を含

む。）の学科の設置等のうち学位の種類及び分野の変更を伴わないものについ

ては，あらかじめ文部科学大臣に届け出ることで文部科学大臣の認可を受ける

ことを要しないこととされているところ，専門職大学等に係る学位の種類及び

分野の変更に関する基準を次のとおり定めたこと。（別表第１）
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① 学位の種類の区分として「学士（専門職）」及び「短期大学士（専門

職）」の区分を設けたこと。

② 「学士（専門職）」に係る学位の分野の区分として「文学関係，教育学・

保育学関係，法学関係，経済学関係，社会学・社会福祉学関係，理学関係，

工学関係，農学関係，薬学関係，家政関係，美術関係，音楽関係，体育関

係，保健衛生学関係（看護学関係），保健衛生学関係（リハビリテーション

関係），保健衛生学関係（看護学関係及びリハビリテーション関係を除

く。）」の16区分を定めたこと。

③ 「短期大学士（専門職）」に係る学位の分野の区分として「文学関係，教

育学・保育学関係，法学関係，経済学関係，社会学・社会福祉学関係，理学

関係，工学関係，農学関係，家政関係，美術関係，音楽関係，体育関係，保

健衛生学関係（看護学関係），保健衛生学関係（リハビリテーション関

係），保健衛生学関係（看護学関係及びリハビリテーション関係を除

く。）」の15区分を定めたこと。

（２）留意事項

① 学位の種類及び分野の変更等に関する基準に定める「学位の分野」の区分

は，当該区分を超える変更を認可に係らしめることとする区分として定めら

れたものであり，当該基準は，設置認可に係る手続の要・不要を判定するた

めの基準であって，学位に付す専攻分野の名称をこれに準拠させるものでは

ないこと。

② 「学士（専門職）」及び「短期大学士（専門職）」の学位に付す専攻分野

の名称については，学問分野ではなく職業・産業分野の名称を付すことが基

本となるが，それらの学位がどの「学位の分野」の区分に当たるかについて

は，類似の内容をもつ学位プログラム（「学士」，「短期大学士」等に係る

ものを含む。）の例などを参考として，相当の区分に分類するものとするこ

と。
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